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第17章 電力系統における揚水式水力の位置付け 

17.1 揚水発電の特徴 

17.1.1 夜間の余剰電力を有効活用する供給力 

図17-1は一日の需要（負荷）を大きい順に並べた、日負荷持続曲線である。この図に見られる

ように揚水発電は、夜間の余剰電力を使用し、下部調整池の水を上部調整池に揚水し、電力需要

の高い昼間に発電するシステムである。発電エネルギーの価値の観点では、夜間の低廉な電気を

貯蔵し、価値の高いピーク時間帯に使用する発電所であるともいえる。しかしながら、揚水に使

用される電力エネルギー100%のうち、約70%は発電エネルギーとして利用されるが、約30%は損

失となる。 

 

図 17-1 揚水式水力の仕組み 
 

17.1.2 負荷変動に対する追従性 

表17-1は水力、石炭火力、LNG火力および原子力の起動時間と負荷変化率を表したものである。

水力は数分間で起動し、1分間の負荷変化率は最大設備出力の50%以上である。一方、火力、原子

力については、起動時間は長く、負荷変化率は低いという特徴がある。したがって、揚水式水力

および貯水池水力は電力需要の変動に関し、最も高い追従性を有しているので、ピーク需要対応

の電源として利用される。揚水発電所は、この高い負荷追従性の特徴を利用し、電力系統の周波

数を一定に保つAFC（automatic frequency control）運転の機能を有している。 
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表 17-1 各電源の運用特性 

分  類 起動時間 負荷変化率(%/分) 

揚水式水力 数分 50～60 

石油火力 数時間 1～3 

LNG 火力 10 分～数時間 1～5 

石炭火力 数時間～十数時間 1～3 

原子力 数日 出力一定 

 

17.1.3 他セクターの水資源利用を考慮した電力供給 

開発途上国では、水力発電用の貯水池は灌漑用としても使用され、発電が主目的であるものの

灌漑も重要な位置づけにある例が一般的である。 

年間において農業部門の水の需要期と電力部門の水の需要期が一致すれば、電力供給上の問題

はない。しかしながら、農業部門の需要期が夏季であり、電力セクターの水の需要期が冬季（暖

房需要）のような場合は、両方の水需要が一致しなく、安定した電力供給の観点で問題が生じる

場合がある。また、一日の中でも、電力の必要としない夜間の時間でも、灌漑用に放流せざるを

得ない状況が起こり、安定した電力供給に支障をきたすことが起こりうる。 

このような状況に対し、一般水力発電の貯水池に揚水発電機と下部調整池を付加することで、

灌漑用水の使用に大きな影響を受けずに、安定した電力の供給が可能となる。 

 

17.2 系統全体の経費に対する揚水式水力の役割 

発電設備を運転する場合、1年間に必要となる経費は次のように表される。 

年経費 ＝固定費＋可変費 

固定費 ：設備の償却費や金利など建設にかかわる費用 

可変費 ：揚水運転にかかわる費用 

 

図17-2は、主な電源設備の運転時間に対する年経費を表したものである。運転時間が短い範囲

では、揚水の年経費が最も低く、経済的に最も優れている。その経済面での適性は運転時間が長

くなるに従い、ミドル火力、ベース火力に移行する。これから、各電源は以下の特徴を有する。 

 運転時間が短いピーク需要対応の電源として、揚水式水力、一般水力（貯水池式、調整

池式）が経済的である。 

 運転時間が長いベース需要対応の電源として、石炭火力などのベース火力が経済的であ

る。 

 その中間に位置するミドル需要対応の電源としてミドル火力が経済的である 
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従って、揚水発電はピーク需要に対応する電源と位置付けることにより、電力系統全体の最経

済的な電源構成に寄与できる。 

 

図 17-2 運転時間と年経費の関係 
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第18章 揚水式水力の発電計画の策定 

18.1 一般 

18.1.1 揚水発電方式の種類 

揚水発電所は以下の通り、純揚水式と混合揚水式に区分される。 

(1) 純揚水式 

図 18-1 上図に示すとおり、上部調整池（上池）と下部調整池（下池）の間の落差を利用し、

夜間の余剰電力で下部調整池の水を揚水し、昼間に発電する発電形式である。いったん貯留

した水を循環使用することで発電ができるので、河川流量に影響されずに、落差と発電使用

水量を自由に設定できる特徴がある。 

(2) 混合揚水式 

図 18-1 下図に示すとおり、上部調整池（あるいは貯水池）に河川流入量が期待でき、河川

流量と揚水運転による水量とを使用し発電できる形式である。貯水池式水力発電へ揚水発電

機を付加したものや当初から可逆ポンプ水車のみを有する発電所がある。混合揚水式は純揚

水式に比較し、上部調整池の河川流量相当の水量を発電に利用できるので、揚水エネルギー

を節減できる長所がある。また、17.1.3 に述べたとおり、貯水池が他セクターとの供用となっ

ている場合には、発電が優先的に貯水池運用を行えない場合がある。この場合、揚水発電機

能を付加することにより、電力需要に対応した安定的な発電ができる長所がある。 

 

 

図 18-1 揚水発電方式の種類 
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18.1.2 計画の策定に当たって考慮すべき事項 

(1) マスタープラン 

7.2.2 に述べたとおり、電力需要地、揚水動力および送電線の観点から開発可能プロジェク

トを抽出する。 

(2) 揚水動力 

揚水式水力は、一般水力とは異なり、自らがエネルギーを生むものではなく、火力や原子

力エネルギーの一時加工場である。したがって、揚水用の電力が得られることが、揚水発電

計画の成立の第 1 条件である。 

揚水電力量（入力エネルギー）に対する発電電力量（出力エネルギー）の比率を揚水総合

効率と定義する。揚水総合効率は揚水発電所を構成する水路の延長などによって決まるが、

一般的には 70%程度である。揚水動力は、電力需要が落ちた夜間の火力・原子力発電所から

供給される電力である。揚水用の電力の費用が低廉であれば、30%のエネルギーが損失となっ

ても、揚水発電所は経済性を得ることができる。 

火力発電所は夜間に出力を大幅に低下させることにより、発電効率が低下し kWh あたりの

発電原価が増大する。一方、揚水用の発電を行いフル出力で発電できれば、高い発電効率が

期待でき、kWh あたりの発電原価が低下する。 

(3) 送電容量 

現状の送電線の容量および将来の送電線の計画を考慮し、揚水発電プロジェクトが投入さ

れた場合の電力系統の安定性を検討する。この検討をもとに、開発が可能な揚水発電所の出

力規模の限界点を確認する。将来の送電線の計画が不確定な場合は、現状および将来の計画

を考慮した場合の両ケースについて検討する。 

(4) 単機容量 

1) 電力系統面からの単機容量の検討の必要性 

一般に発電所では単機出力を大きくするほど、kW 当たりの建設費（土木工事費と電気機

械費が主）が低下し、プロジェクトは経済的となる傾向にある。したがって単機出力は設備

の信頼度、製作技術および輸送方法などを考慮した上でなるべく大容量にすることが望まれ

る。しかしながら、大容量機の採用は、スケールメリットによる経済性の向上が図れる反面、

当該ユニットの事故時には電力系統に大きな周波数変動を惹起させることになり、またユニ

ットの脱落に備えて必要な供給予備力が大きくなるなどの問題が生じる。 

このため、以下に配慮して、単機容量が決定される。 

(a) 火力の最大の単機容量を超えない。 

(b) 揚水動力は、発電出力の約10％増になる。 

(c) 発電運用時（ピーク時間帯）における同ユニット事故時の系統錯乱。 

(d) 揚水起動および停止時の周波数変動について、以下を考慮し検討する。 
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 系統にもよるが、一般には軽負荷時間帯（夜間）には系統容量がピーク時間帯の約半

分になること 

 揚水機による周波数変動は、ユニットの事故時に発生するばかりでなく通常の起動停

止で必ず発生すること 

2) 揚水運転と周波数変動 

(a) 揚水遮断の過程とその影響 

通常の運用で揚水機が電力系統に最も過酷な周波数変動を惹起させるのは揚水遮断であ

る。揚水遮断による周波数変動の大きさは揚水起動によるものよりも若干大きい。揚水遮断

は概略、図18-2のような過程をたどって行われる。 

 

 
図 18-2 揚水遮断の過程の例 

 

揚水遮断すなわち電力系統から負荷の急激な脱落が発生すると供給力と需要の平衡状態

が破れ、一時的に供給力が過剰となる。この不平衡状態は系統の周波数上昇という形で現れ

る。負荷脱落の程度が大きく、また変化が急激であればある程、電源の周波数調整が追いつ

かないため、電力系統の周波数変動は大きく現れる。系統周波数の規定値からの偏差は電力

供給側および需要家側のあらゆる電力系統設備に種々の悪影響を及ぼすが、なかでも系統周

波数変動に基づく火力発電所のタービン発車の共振は機械に致命的な損傷をもたらすもの

で、機器保全の面から特に注意する必要がある。単機容量の検討に当たっては、この観点で

も検討されるべきである。 

(b) 揚水遮断時の周波数変動 

負荷変化時の周波数変動の大きさは以下の計算式で推定できる。 

F K
P
P

∆×
∆

　＝  

ただし、 

ΔP ：需要の不均衡量 

P ：系統容量 
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ΔF ：周波数変化量 
K ：系統特性定数（MW/0.1Hz） 

 

系統特性定数Kは系統内の負荷の周波数特性、系統内の電源の種類、ガバナフリー発電機

の状態などによって時々刻々変化するが、系統ごとにほぼ一定とみなすことが出来る。これ

らの値を用いて単機容量の揚水起動時および揚水遮断時の周波数変動の大きさΔFを揚水発

電所の系統併入が予想される年の電力系統で推定する。単機容量を変えてこの計算を行い、

系統が容認できる単機出力を設定する。 
 

18.1.3 計画策定の方法論 

(1) 計画策定の流れ 

計画の策定の流れは、第 8 章一般水力で示した図 8-1 と同じであるが、揚水発電については

以下の配慮が必要である。 

1) 開発の可能性に関し、「地点の有する揚水発電資源の有効利用の観点」から検討される

（7.3参照）。 

2) 構造物のレイアウトが、地形、地質、環境規制および経済性の観点から比較検討され、

最適レイアウトが選定される（5.4参照）。 

3) 開発規模（設備出力）が、需給バランス、単機容量、送電容量、系統の安定の観点から検

討され、決定される。 

4) 決定された開発規模に対し、現在および将来の開発の制約条件を考慮した検討が行われ、

全設備出力の同時期の運転開始あるいは部分運転開始かについて開発方式が検討され、決

定される。 

(2) 発電規模の設定 

1) 調整池の計画 

以下の方法で計画案を策定する。なお、一般水力の F/S と同様な手順を踏む内容について

は、取り扱った節を記載してある。 

(a) 貯水容量曲線の作成、堆砂量の推定及び堆砂標高の設定（10.2.3（2）2）参照）、低水位

の設定（10.2.3（2）4）参照） 

(b) 最大出力および調整池容量の検討 

(c) 上部調整池および下部調整池のそれぞれに対し、低水位から調整池有効貯水容量（Ve）

に対応する水位を満水位に設定する。 

 上部調整池および下部調整池の満水位と低水位は、揚水時のポンプ水車への悪影響が

ないような水位を設定する。 

 発電時に最大出力で運転すると上部調整池の水位は急低下する。一般的には調整池の

斜面は水位の急低下に対し崩落の危険性を内在していることを考慮する。 
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2) ポンプ中心の位置 

揚水発電所のポンプはキャビテーションを発生させないよう、図 5-37（5.4）に示す放水

位より下がった位置にポンプ中心が来るよう吸出し高さが必要となる。 

 

18.2 発電計画の策定 

18.2.1 揚水発電所の運用計画 

(1) 調整池有効貯水容量と等価ピーク継続時間の関係 

揚水発電所の調整池は、一般には等価ピーク継続時間（T）が 4～6 時間の「日間調整用」

と 8 時間程度以上の「週間調整用」に区分される。なお、等価ピーク継続時間については、

5.1.3 に記載してある。 

揚水発電所の調整池有効貯水容量は、次式に示すように最大出力相当で連続して発電でき

る能力「連続発電時間 T（等価ピーク継続時間）」で表すことができる。 

T＝Ve/（Qmax×3,600） 

ここに、 

T ：連続発電能力（調整池容量；時間） 

Ve ：調整池有効貯水容量（m3） 

Qmax ：最大使用水量（m3/sec） 

 

(2) 日間調整用の調整池を有する発電所 

日間調整池の運用の概念図を図 18-3 に示す。上部調整池の水位は日間で発電時（ピーク時）

に満水位から低水位まで変動し、深夜（オフピーク）時に低水位から満水位に変動する。日

間調整用の調整池を有する揚水発電所の 1 日当りの発電電力量は 1 日当りの揚水電力量から

次式によって求められる。 

E0  = α Epl 

ここに、 

E0 ：1 日当りの発電電力量（kWh） 

Epl ：1 日当りの揚水電力量（kWh） 

Α ：揚水総合効率（出力エネルギー/入力エネルギー、一般的に 0.7 程度） 

1 日当りの可能発電時間は、調整池有効貯水容量から決まる連続発電時間、または 1 日当た

りの揚水電力量による上部調整池への揚水量から決まる連続発電時間の何れか小さい値とな

る。 
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図 18-3 日間調整用の調整池の運用模式図 
 

(3) 週間調整用の調整池を有する発電所 

図 18-4 は、電力系統の平日および日曜日の日負荷を比較した例である。この例に見られる

ような週末の負荷の減少が顕著である場合には、週末に発電しないという条件で週間調整用

の調整池容量を設定する。 
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図 18-4 平日および日曜日の負荷の変化例 
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週間調整池の運用の一例を図 18-5 に示し、運用の主要点は以下に示すとおりである。 

 揚水発電所は系統から、月曜日から土曜日まで揚水と運転を要求される。 

 日曜日は揚水のみを行い、上池の水位を月曜日朝までに HWL に上げる。 

 日々の発電量は日々の揚水量に加え、週間分を使用する（この例では 5 日）。 

 土曜日の需要はあるものの平日ほどはないので、金曜日夜からの揚水分のみを使用する。 

 

日発電電力量は日揚水電力量と日曜日に揚水する電力量で供給され、次式で表わされる。 

E0  = α ( Epl + Ep2 / D) 

ここに、 

E0 ：1 日当りの発電電力量（kWh） 

Epl ：平日 1 日の揚水電力量（kWh） 

Ep2 ：日曜日の揚水電力量で週間使用分（kWh） 

D ：Ep2を使用する週間の日数であり、この例では 5 日 

α ：揚水総合効率 

発電電力量は最大出力レベルでの運転時間数で表現できる。図 18-5 に示されるように、月曜から

金曜までは次式で求まる Td の運転を行いながら、上池の水位は HWL から LWL に低下する。土

曜日は J で決まる量の発電のみを行う。 

Td＝（T－J）/D＋J 

ここに、 

Td ：日発電可能時間（最大出力レベル；時間） 

T ：連続発電能力（調整池容量；時間） 

J ：日揚水可能時間から決まる日発電可能時間（時間） 

D ：調整池の週間調整容量分を使用する日数 
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図 18-5 週間調整用の調整池の運用模式図 
 

18.2.2 最大出力および調整池容畳の最適化検討 

(1) 最適化検討の方法 

最大出力および調整池容量（連続発電能力）を変化させた代替案を作成し、経済比較のう

え最適案を決定する。 

代替案の比較は、その水力の建設費から求まるコスト（C）と、水力と等価な能力（出力、

電力量）を有する代替火力のコスト（B）とを比較し、純現在価値（NPV、B-C）、便益費用比

率（B/C）または内部収益率（IRR）を求め、これらが最大となる案をもって最適規模とする。

詳細は第 16 章を参照されたい。 

 

(2) 規模の最適化の検討例 

出力規模を 500MW～1,200MW、池容量を６時間から１０時間まで変えたケースについて経

済性（B-C、B/C）を試算した例を、図 18-7 に示す。検討結果は、(i) 1,000MW および 1,200MW

には大きな差は見られない、(ii) 池容量 8 時間が経済的であるとし、設備規模 1,000MW、池

容量 8 時間を選定している。 
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図 18-6 規模の検討例

18.3 開発時期および開発方式の検討

18.3.1 開発時期に関する制約条件

(1) 需要が不足し開発規模が課題の場合

最適規模とされた設備規模に対し需要が十分でない場合には、全量（例えば 1,000MW）が

開発されても、当面はその一部（例えば 500MW）か使われない状況が発生する。需要は年々

増加するとしても、全量が有効に使用されるまでの期間が長い場合には、部分的な開発を検

討する必要がある。

(2) 送電線の容量および系統の規模

揚水時あるいは発電時において、送電線の容量が不足している場合には、送電線容量問題

が解決するまで全量の運転が不可能となる。また、系統の規模が揚水発電所の単機容量に対

し小さい場合には、予定した単機容量での開発が問題となることがある。

18.3.2 制約条件を考慮した開発の例

図18-8は設備規模1,000MW（8時間容量）、単機容量250MW4台の場合の開発方式の例である。

この例では、下部調整池として既設の貯水池を使うものであり、新たな設備としては、上部調整

池、水路系、発電所、電気機器が設備される。土木工事の全設備の開発および部分開発、機器の

据え付けの方法などにより、以下の4ケースが考えられる。何れのケースを選択するかは、制約

条件緩和の見通しおよび経済評価により決定する。
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表 18-1 開発方式の例 

ケース 開発方式 

Case-1 

2 段開発 

第 1 期開発 

調整池：500MW×8 時間 

水路、発電所：250MW×2 台用の土木工事、および 250MW×2 台の電気機器 

第 2 期開発（第 1 期開発から n 年後に開発） 

調整池：500MW×8 時間 

水路、発電所：250MW×2 台用の土木工事、および 250MW×2 台の電気機器 

Case-2 

2 段開発 

第 1 期開発 

調整池：1,000MW×8 時間 

水路、発電所：250MW×2 台用の土木工事、および 250MW×2 台の電気機器 

第 2 期開発（第 1 期開発から n 年後に開発） 

水路、発電所：250MW×2 台用の土木工事、および 250MW×2 台の電気機器 

Case-3 

2 段開発 

第 1 期開発 

調整池：1,000MW×8 時間 

水路、発電所：250MW×4 台用の土木工事、および 250MW×2 台の電気機器 

第 2 期開発（第 1 期開発から n 年後に開発） 

発電所：250MW×2 台の電気機器 

Case-4 

1 段開発 

調整池：1,000MW×8 時間 

水路、発電所：250MW×4 台用の土木工事、および 250MW×4 台の電気機器 
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Case 1 Case 2

Case 3 Case 4

Reservoir
1,000 MW x 8 hrs

Existing Reservoir

250MW
P T

250MW
P T

250MW
P T

250MW
P T

Reservoir
1,000 MW x 8 hrs

Existing Reservoir

250MW
P T

250MW
P T

250MW
P T

250MW
P T

Reservoir
1,000 MW x 8 hrs

Existing Reservoir

250MW
P T

250MW
P T

250MW
P T

250MW
P T

Existing Reservoir

250MW
P T

250MW
P T

250MW
P T

250MW
P T

Reservoir
500MWx8hrs

Reservoir
500MWx8hrs

 
（凡例)： 

PT ：水車・発電機器、実線は開発、点線は後年度に開発 
Reservoir ：上部調整池、実線は開発、点線は後年度に開発 
Existing Reservoir ：既設貯水池を下部調整池として使用する条件 

 

図 18-7 開発方式の例 
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第19章 土木構造物および電気機器の設計 

19.1 土木設備 

(1) ダム 

揚水発電所におけるダムの設計は、一般水力の第 11 章で述べたものと基本的に同様である

が、揚水発電用のダムに特有の形態として掘り込み式ダムがある。ここでは掘り込み式ダム

について述べる。 

掘り込み式ダムは平坦状地形を有する場所にダムを設置する場合、地山を掘り込んで築造

する型式のフィルダムであり、アスファルトフェーシングによる表面遮水型ダムとして計画

されることが多い。ピーク発電に必要となる池容量を確保し、切土量と盛土量とのバランス

を考慮してダム高を決定する。池の平面形状は。表面遮水材により、円形もしくは円形に近

い矩形や多角形が採用される。 

掘り込み式ダムの事例を図 19-1、図 19-2 に示す。 

 

 
 

図 19-1 掘り込み式ダムの例・平面図（N ダム） 
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図 19-2 掘り込み式ダムの例・標準断面図（N ダム） 
 

(2) 取水口・放水口 

揚水発電所の取水口は、基本的には一般水力の圧力水路の取水口と同じであるが、揚水時

は放水口となることに留意して設計しなければならない。揚水発電所の水路流速は一般水力

（自流式）発電所に比べ損失をあまり問題としないので、大きな値が採用される。したがっ

て、取水面での流速も大きくなる傾向であり、流況を良好に保つために形状を工夫する必要

がある。 

純揚水発電所では一般に、多連ボックスカルバート断面形状の水平取水口や、モーニング

グローリ型の鉛直取水口を採用する場合が多い。 

 

 

図 19-3 揚水発電所の水平取水口の例 

PLAN 

PLOFILE 
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図 19-4 揚水発電所のモーニンググローリ型取水口の例 
 

(3) 導水路 

揚水発電所の導水路の設計は一般水力と同様であるが、通常は圧力水路として計画する。

その設計流速は一般水力よりも大きめに設定することが多い（11.4 参照）。 

(4) 水槽（サージタンク） 

揚水発電所の水槽は一般水力と同様であるが、通常は圧力式のサージタンクとして計画さ

れる（11.5 参照）。 

(5) 水圧管路 

揚水発電所の水圧管路は一般水力と同様であるが、通常、その設計流速は一般水力よりも

大きめに設定することが多い（11.6 参照）。 

(6) 発電所基礎 

揚水発電所では、揚水時の押し込みヘッドを確保する必要があるため、通常、地下発電所

として計画される。その設計は一般水力と同様である（11.8 参照）。 

(7) 放水路 

揚水発電所の放水路は、通常、圧力水路として計画される。その設計は一般水力と同様で

ある。（11.9 章参照） 

放水路が長い場合（延長と流速の積が概ね 3,000m2/sec 以上の場合）は放水路サージタンク

の採用についての検討が必要となる。 

 

Screen 
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19.2 電気設備 

19.2.1 ポンプ水車 

揚水発電計画地点の取水位置（最大、基準、最低）、放水位置（最大、基準、最低）、発電に

使用可能な最大使用水量、上部調整池容量、ピーク継続時間、およびプラント出力（入力）が選

定されたならば、これらのケースについて電気機器の概略設計が求められる。以下に、ポンプ水

車、発電電動機および電気的な回路の選定について記述する。 

(1) 揚水発電方式の分類 

揚水発電プラントの主要機器の配置方式として、ポンプと水車をそれぞれ設置する別置式

と 1 台の発電電動機の同軸上にポンプと水車を配置したタンデム式、および 1 台でポンプと

水車の両方の機能を有するポンプ水車と発電電動機を組合せた可逆式がある。図 19-5 に各方

式を図示する。 

1) 別置式 

別置式は水車と発電機およびポンプと電動機をそれぞれ別に備えたものであるが、機械お

よび発電所建屋が高価になるため、現在は採用されない。 

2) タンデム式 

タンデム式は、別置式に対し、電気機械のみ兼用したもので、水車とポンプの回転方向を

同じにできる。このため、水車運転と揚水運転の切替が短時間にできることや、水車とポン

プを別々に設計し、それぞれ最適条件で運転することができるので、運転効率が高いなどの

利点があり、現在でも採用されている。特に、近年の風力発電等の再生可能エネルギーの電

力系統への導入比率が大きくなった場合、これらの調整のために、急激な揚水、発電の切替、

水車とポンプの同時運転による調整が出来る可能性があり、近年見直されてきている。別置

式ほどではないが、機械および発電所建屋が高価なことが欠点である。 

3) 可逆式 

可逆式は、1 台のポンプ水車、発電電動機で水力機械および電気機械として兼用されたも

のである。水車運転とポンプ運転では、通常回転方向が逆になるので可逆式と言われる。運

転特性は、別置式、タンデム式に比べ劣るが、電気工事費および土木工事費が最も小さい方

式で経済性が高く、また、保守点検が容易などの利点があり、現在の揚水発電プラントは、

立軸大容量のこの方式が採用されている。 
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出典：ハイドロタービン 

図 19-5 揚水発電の方式 
 

(2) ポンプ水車の分類 

揚水発電の方式のうち、別置式、タンデム式の場合は、主機の特性および構造は、従来の

水車またはポンプの延長線上にあり、ポンプ水車としての特殊性は少ない。このため、主に

可逆式のポンプ水車について解説する。可逆式ポンプ水車としては、図 19-6 から図 19-8 に示

すようにフランシス形、斜流形（デリア形）がある。 

また、フランシス形ポンプ水車では、高落差、高揚程化を目的として多段フランシス形ポ

ンプ水車も開発されており、単段フランシス形ポンプ水車の上限 800m 以上の揚水プロジェク

トに採用されている。 

 

 

(1)別 置 式 

(2)横軸タンデム式 

(3)立軸タンデム式 

(4)可 逆 式 
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出典：JIS-B0119 水車およびポンプ水車用語 

図 19-6 立軸単段フランシス形ポンプ水車 
 

 

 

出典：JIS-B0119 水車およびポンプ水車用語 

図 19-7 立軸単段斜流形ポンプ水車 

 

 
出典：JIS-B0119 水車およびポンプ水車用語 

図 19-8 横軸円筒プロペラ形ポンプ水車 
 

 

 

 

19 - 6 



水力開発ガイドマニュアル（第１分冊 一般水力・揚水式水力発電） 

 
 

(3) ポンプ水車の選定 

ポンプ水車の形式は、水車出力と有効落差から図 19-9 の選定図から選定できる。ただし、

ポンプ水車は、製造実績から図 19-10 に示すとおり製造と輸送に関する限界があり、計画地点

がこの内側になるように注意を要する。また図 19-11 に揚水発電の高落差化の実績を示す。 

 

 

出典：ハイドロタービン 

図 19-9 ポンプ水車選定図 
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出典：Development of Pumped Storage and Its Future Role in Japan for Hydro 2001 

図 19-10 フランシス形ポンプ水車製作実績 
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出典：Development of Pumped Storage and Its Future Role in Japan for Hydro 2001 

図 19-11 高落差フランシス形ポンプ水車実績 
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(4) ポンプ水車の設計 

以下に 400m クラス 400MW の可逆式立軸単段フランシス形ポンプ水車の設計例を示す。 

表 19-1 設計例諸元 

項  目 単位 計 画 値 
最大使用水量 m3/sec 121 
基準有効落差 m 389.4 
主機台数  2 
周 波 数 Hz 50 
上部調整地  最高落差時 基準落差時 最低落差時 
取水位（放水位） EL. m 515 500 480 
下部調整地     
放水位（取水位） EL. m 98 100 102 
水車運転     
 有効落差 M 400 389.4 361.5 
ポンプ運転     
 揚  程 m 424 － 388 
 最大揚水量 m3/sec － － 92.3 

 

1) 水車出力の算出 

水車出力は、以下の式で算出できる。 

kW000,406880.04.3891218.9tHtQt8.9Pt ≒　η ×××=×××=  

ここに、 

Pt  ：定格水車出力 
Qt  ：最大水車使用水量（１台当り）＝121m3/sec 

Ht  ：基準有効落差＝389.4m 
tη  ：水車効率（初期値を 88.0％と想定） 

2) ポンプ最大入力の算出 

ポンプ運転時の最大入力は、以下の式で算出できる。 

kW000,385091.03883.928.9pHpQp8.9Pp ≒　η ÷××=÷××=  

ここに、 

Pp  ：最大ポンプ入力 

Qp  ：最大ポンプ揚水量＝92.3m3/sec 

Hp  ：最小全揚程＝388ｍ 

pη  ：ポンプ効率（初期値を 91.0％と想定） 

3) 回転速度の算定 

定格回転速度は、水車と同様に限界比速度 nsplimを下式により算出する。 
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13
80Hp

500,12n limsp +
+

=  

2/14/3
sp Qp/HpnN ×=  

Po/f120N ×=  
ここに、 

nsplim ：ポンプ水車限界比速度（m-m3/sec） 
Hp  ：最低揚程時＝388（m） 

N  ：定格回転速度（min-1） 
Qp  ：最大ポンプ揚水量＝91.2（m3/sec） 

f  ：系統周波数＝50（Hz） 
 

s/mm7.3913
80388

500,1213
80Hp

500,12n 3
limsp −=+

+
=+

+
=  

3652.91/388nQp/HpnN 2/14/3
limsp

2/14/3
limsp =×=×=  

標準回転速度の表より、375（min-1）を選定する。 

4) ポンプ水車の効率推定 

プラントの出力の算定、経済性評価のために、ポンプ水車の効率を推定する必要がある。

効率の算定は、工場における水車ランナのφ500mm 程度の相似な模型を使用した模型試験に

よって IEC、JIS 等の規格に準拠して精密に測定される。計画段階では、類似の模型試験デ

ータから計画地点のポンプ水車の性能を算定する。ポンプ水車のポンプ特性は、水車と異な

り流量に対する比速度で表される。ポンプの流量比速度を示す式を以下に示す。 

3/4

1/2

Hp
Qpnnsq ×

= ＝41.2（m-m3/sec） 

ここに、 

nsq  ：流量比速度定格（m-m3/sec） 

Qp  ：揚水量（１台当り）＝91.2（m3/sec） 

Hp  ：揚程＝389.4（m） 

従って当該計画のポンプ水車の流量比速度は、41.2m-m3/sec であり、モデル流量比速度

41.3m-m3/sec 程度の類似の模型データを用いて推定される。推定例を図 19-12 と図 19-13 に

示す。 
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図 19-12 ポンプ水車の水車流量－効率曲線 
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図 19-13 ポンプ水車のポンプ揚程－効率曲線 
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与えられた効率値で再度、水車出力とポンプ最大入力の再計算を行う。表 19-2 に設計結

果を示す。 

表 19-2 設計結果 

項  目 単位 計 画 値 
最大使用水量 m3/sec 121 
基準有効落差 m 389.4 
主機台数  2 
周 波 数 Hz 50 
回転速度 min-1 375 
上部調整地  最高落差時 基準落差時 最低落差時 
取水位（放水位） EL. m 515 500 480 
下部調整地     
放水位（取水位） EL. m 98 100 102 
水車運転     
 有効落差 M 400 389.4 361.5 
 出 力 MW 407 407 362 
 効 率 % 89.4 88.2 88.3 
ポンプ運転     
 揚  程 m 424 － 388 
 最大揚水量 m3/sec 77.0 － 92.3 
 ポンプ入力 MW 352 － 385 
 ポンプ効率 % 90.8 － 91.2 

 

5) ポンプ水車の吸出し高さ 

水車と同様にポンプ水車についても吸出し高さを算定し、水車の据付け位置を求める。 

吸出し高さは、ポンプのキャビテーション係数の次式により以下のとおり算出される。 

541.633.12928.72323.041.10dHlossNPSHHvHaHs −+−−−=+−−−= ≒  
ここに、 

Hs  ：吸出し高さ（ｍ） 

Ha  ：大気圧に相当する圧力水頭（EL. -66m）＝10.41（m） 

Hv  ：水の飽和蒸気圧（25℃）＝0.323（m） 

NPSH  ：有効吸込みヘッドσp×H ＝0.172×424＝72.928（m） 

σp ：プラントキャビテーション係数＝0.172（製作者経験値） 

H  ：最大全揚程＝424（m） 

Hloss  ：放水路損失水頭＝2（m） 

d  ：ランナ指定位置と水車中心間寸法＝1.3（m） 
と想定 
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上記より計算された必要吸出し高さと、下部調整池低水位 EL. 98m から、ポンプ水車中心

の据付位置は EL. 34.459≒EL.34m となる。 

 

(5) 入口弁およびポンプ水車関連装置 

入口弁および水車関連設備は、基本的に水車と同様である。可逆式単段および 2 段フラン

シス形ポンプ水車では、始動時に水車内部に高圧の空気を供給し、水車内部の水位を下げて

始動させるため、水面押下げ用のコンプレッサ、空気タンクが必要となる。ポンプが定格回

転まで始動後、水車内部の高圧空気を排水ピットに排気するため、排水ピットの容量設計時

には、排気時に放出される水量も考慮しなくてはならない。 

可逆式のポンプ水車、発電電動機では、両方向に回転させるため、スラストの油膜を予め

作成するために、スラスト軸受に高圧の油圧を供給するオイルリフタが設備される。 

 

19.2.2 発電電動機 

(1) 発電電動機の分類と構造 

発電電動機の分類、水車の発電機の種類、分類に準じる。発電電動機は以下の点で水車用

の発電機と異なる。 

 揚水発電にあたって同期電動機としての働きをする。 

 可逆回転機であるため各軸受は両方向の回転に対して同じ特性を持つ。 

 冷却方式も両方向の回転に対して同じ特性を持つ。 

 ピーク負荷用の発電機より更に過酷なヒートサイクルに耐える。 

 頻繁な始動、停止およびポンプ運転時における強い振動に耐える。 

構造的な特徴としては固定子を回転部の垂直荷重、磁気的外力のほかポンプ水車で発生す

る加振力による水平方向の力に耐えるよう十分な強度と剛性を備える、また回転子も高速大

容量化によって周速も高くなるので、強固な構造とする必要がある。軸受も高速大容量化に

伴い軸受荷重の増大、また逆方向回転スラスト軸受等種々の工夫がなされている。発電電動

機の組立て断面図を図 19-14 に示す。 

従来の大容量発電機の通風冷却方式は、回転子に取付けたファンによる自己通風方式が主

流であったが、発電電動機では、両方向に回転するため、可逆回転用として無効性遠心ファ

ンとしていた。しかし、発電電動機が大容量、高速度化を志向したため、鉄芯長が長くなり

鉄心中心部まで均等な通風冷却が困難になり、別置の電動ファンによる強制通風方式やリム

ダクト通風方式が採用されている。発電電動機の通風冷却方式を図 19-15 に示す。 
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出典：東芝カタログ HYDRO GENERATORS 

図 19-14 発電電動機組立構造図 
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自己通風方式 強制通風方式 

 

リムダクト通風方式 
出典：東芝カタログ HYDRO GENERATORS 

図 19-15 発電電動機の通風冷却方式 
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(2) 発電電動機の設計 

発電電動機と水車の発電機とは、概略設計においては大きな差異はない。電動機側の最大

容量と発電機側の最大容量のどちらか大きいほうが、発電電動機の容量となる。従って、発

電電動機容量と発電機容量が大きく異ならないように力率も含めて設定する。以下にポンプ

水車と同様に設計例を示す。 

揚水発電用の発電電動機としては、500MVA の揚水発電プラント用の発電電動機（東京電

力神流川揚水発電所）の製作実績がある。また、回転速度では、現在の高比速度ポンプ水車

に組合せられる、発電電動機が 600min-1（九州電力小丸川揚水発電所）まで製作実績がある。 

揚水発電所として、運転時の電圧調整能力も期待されるため、系統の運用幅により定格力

率が設定される。設計例では、発電運転時 0.90、揚水運転時 0.95 を採用する。励磁方式は静

止形（サイリスタ）励磁方式とし、その電源は発電機回路に接続された励磁用変圧器から受

ける。冷却装置は水冷熱交換器型とし、固定子外周に取り付けた水冷空気冷却器により冷却

される。 

1) 発電機定格出力 

発電機の定格出力は次の式に基づき算出される。 

kVA000,4449.0/983.0000,407Pfg/gPtPg ≒η ×=×=  

ここに、 

Pg  ：定格発電機出力（kVA） 

Pt  ：定格水車出力＝407,000（kW） 
gη  ：発電機効率（98.3％と想定） 

Pfg  ：定格力率 90％遅れとする。 

2) 電動機最大入力 

電動機の最大入力は次の式に基づき算出される。 

kW000,391985.0/000,385Pfmm/PpPm ≒η =×=  

ここに、 

Pm  ：最大電動機入力（kW） 
Pp  ：最大ポンプ入力＝385,000（kW） 

mη  ：電動機効率（98.5％と想定） 

また、電動機最大入力は以下のとおりとなる。 

kVA000,41295.0/000,385Pfm/PmPi ≒==  

ここに、 

Pi  ：最大電動機入力（kVA） 

Pfm  ：力率 95％とする。 
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3) 定格電圧、電流 

発電電動機の定格電圧の選定、定格電流の算出は、水車用の発電機に準じ、設計例では定

格電圧が 16.5（kV）、定格電流が 14,416（A）となる。 

4) 励磁装置 

大容量の水力発電所の励磁装置に準じる。揚水発電所の励磁装置には、高速な電圧制御が

可能なサイリスタ励磁方式が採用される。一般的に発電時には、自動電圧調整器（Automatic 

Voltage Regulator：AVR）運転が行われ、揚水運転時は、自動力率調整器（Automatic Power Factor 

Regulator：APFR）による一定力率運転が行われる。 

 

19.2.3 変圧器 

揚水発電所の変圧器の分類、主要変圧器の分類は、大規模水力発電所のものに準ずる。ただし、

主要変圧器は、揚水発電所がポンプ水車の据付高さの関係から地下発電所となることから、送電

線用のガス絶縁開閉装置とともに地下に設置される例が多い。このため主要変圧器としては、送

油水冷方式が採用される例が多い。変圧器の結線も地下発電所への搬入を考慮して単相変圧器3

台の組合せ、特別三相変圧器、および2台の変圧器を組合せた特別三相6分割形変圧器の採用例が

多い。 

揚水発電所の主要変圧器の容量は、水力発電所の接続する発電機の定格出力と同じ容量とする

のではなく、発電機出力と同容量もしくは、電動機出力に所内変圧器容量を加えた容量のどちら

か大きい値が採用される。 

所内変圧器についても、大規模水力発電所に準ずるが、揚水発電所の系統上の重要度から、所

内変圧器、所内母線、開閉機器を含めて2重化される例もある。 

 

19.2.4 主回路接続方法および電気設備 

(1) 主回路接続方法 

揚水発電所の主回路結線は、発電電動機の容量および台数、送電線回線数および引出し方

式、後述する揚水始動方式、発電所スペースなどの制約条件、所内電源の受電方法および配

電線の有無、変圧器および開閉器の経済性と輸送条件、内部事故による停電範囲、故障修理

および運転保守の安全性・容易性等について考慮し、発電所の信頼性、経済性および技術面

から総合的に判断して決定する。以下に揚水発電所の主回路の結線例を示す。 
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図 19-16 高圧同期方式の揚水発電所の主回路結線（同期始動、始動用電動機方式） 
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図 19-17 低圧同期方式の揚水発電所の主回路結線（同期始動、始動用電動機方式） 
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図 19-18 低圧同期方式の揚水発電所の主回路結線（同期始動、サイリスタ始動方式） 
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19.2.5 揚水発電所の電気設備 

基本的に大容量の水力発電設備に準じる。可逆式揚水発電プラントでは、発電時と揚水時に発

電電動機の相回転を切替える相反転断路器の設置が必要となる。加えて最近の揚水発電所では、

発電と揚水運転切替の時間を短くするために、大容量の発電電動機には電気ブレーキが設備され

ている。 

近年は、低圧大電流の遮断器が開発され、従来まで高電圧側で発電電動機を系統への同期並入

を行う高圧同期方式が適用されていたが、低圧側での同期並入を行う低圧同期方式が主流となっ

ている。低圧同期方式とすることで、所内変圧器および始動用変圧器を低圧側に接続でき、コス

トダウンと所内回路、始動回路の簡素化が可能となった。電気ブレーキ、相反転断路器、低圧用

の遮断器をパッケージ化したGMCS（Generator Main Circuit Switchgears）も開発されている。GMCS

の例を図19-19に示す。 

揚水発電所は、系統運用上重要な発電所のため、停電時の保安電源の確保およびブラックスタ

ートを行うための非常用発電設備が設置される例が多い。非常用発電設備としては、小水車発電

機、ディーゼル発電機、小容量のガスタービンなどが採用される。 

 

出典：日立製作所カタログ Generator Main Circuit Switching Equipment 

図 19-19 GMCS（Generator Main Circuit Switchgears） 
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19.2.6 揚水の始動方式 

揚水運転開始時には、発電電動機を電動機として始動し、系統に並列後同期電動機としてポン

プを始動する。始動に要するエネルギーを小さくするために、ポンプ水車流路内部に圧縮空気を

充気し、内部の水面を押下げ、ポンプ水車の羽根車を空転可能な状態とし、以下のいずれかで発

電電動機を電動機として始動する。表19-3にポンプ・電動機の始動方式を示す。 

 

表 19-3 揚水発電所のポンプ・電動機始動方式 

方式 手法 特長 

(a) 半電圧始動方式 

 

発電機回転子のダンパ巻き線を利用

し、かご型誘導期として始動する。 

系統側に誘導機としての並列時のシ

ョックが大きく大容量の電動機の始

動には適さない 

(b) 同機始動方式 2 台の発電機と電動機を静止状態で

直結し、片側を水車発電機として起

動することで、同期力を利用して発

電電動機を始動する。 

最後の 1 台は自身で始動する別の装

置が必要。 

(c) 直結電動機方式 

（ポニーモータ方式） 

 

発電電動機の同軸上に始動用の直結

誘導電動機を設備し、この電動機で

発電電動機を始動する。 

始動用電動機、始動用変圧器、速度

制御用の液体抵抗器などの補助設備

が必要となる。 

(d) サイリスタ始動方式 サイリスタ始動装置（周波数変換装

置）を設備し、低周波から規定周波

数までを発電電動機に印加し、始動

する。 

複数台のポンプ水車、発電電動機が

設備されている場合、順次始動する

ことで有効に利用できる。ユニット

数が少ない場合はコストアップとな

る。 

 

19.2.7 可変速揚水発電システム 

(1) 可変速システムの概要 

可変速揚水発電システムは、夜間の揚水入力（揚水に使用する電力）を、系統周波数の変

化に合わせて変化させることを目標として計画された。揚水発電所において揚水入力を調整

する方法としては、以下が考えられる。 

 ポンプ水車のガイドベーンを調整（開閉）する。 

 ポンプ水車の回転速度を変える。 

しかし、表 19-4 に示すように、従来のポンプ水車を駆動している直流励磁方式の同期発電

電動機では、回転速度は周波数と回転子の極数で決定されるため、回転速度は変化させるこ

とはできない。揚水入力を変化させるために、ガイドベーンを開閉することになるが、実際

は電力損失や振動が大きく運転は継続できない。奥清津第二揚水発電所 2 号機および沖縄や
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んばる海水揚水発電所では、GTO 二次励磁方式の可変速システムを採用しており、回転速度

とガイドベーンの開閉を併用し、揚水電力の調整を可能としている。また、発電運転におい

ても、回転速度を変化させて最適運転点を選ぶことが可能となり、出力の調整範囲を広げる

ことも可能となった。 

 

表 19-4 可変速揚水発電所と従来の揚水発電所の比較 

 海水揚水 従来の揚水発電所 揚水電力の調整方法 
揚水 回転速度を変えることにより

電力損失も小さく、スムーズ

に調整できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガイドベーンの開閉によるた

め電力損失や機械振動が大き

く運転が続けられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

揚水発電において回転速度を可変することで具体的に次のメリットを得ることが期待でき

る。 

 揚水運転時に入力調整ができ、ガバナフリー運転ができる。 

 揚水始動時の入力変化を緩和できる。 

 揚水停止時の遮断入力を低減できる。 

 発電運転時に高効率運転ができる。 

 部分負荷運転領域を拡大できる。 

 高速制御で発電電動機を同期させるため、系統安定度の向上に寄与できる。 

揚水運転時のガバナフリーの例を図 19-20 に、揚水始動時および揚水停止時の入力変化軽減

調整可能 
揚
水
電
力
量
％ 

100 

70 

閉 ← ｶﾞｲﾄﾞﾍﾞｰﾝ → 開 
小 ← 回転速度 → 大 

電力損失 

調整範囲 
が広い 

発 

電 

量
％ 

100 

50 

閉 ← ｶﾞｲﾄﾞﾍﾞｰﾝ → 開 
小 ← 回転速度 → 大 

40 

発電電動機 

発電 

揚水 

上池 

下池 

方法１：ガイドベーンを開閉 

方法２：回転速度を調

 

発電 

揚水 

調整できない 揚
水
電
力
量
％ 

100 

70 

閉 ← ｶﾞｲﾄﾞﾍﾞｰﾝ → 開 

電力損失 
が大きい 

調整範囲 
が狭い 

発 

電 

量
％ 

100 

50 

閉 ← ｶﾞｲﾄﾞﾍﾞｰﾝ → 開 
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の例を図 19-21 と図 19-22 に示す。 

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

0:00:00 3:00:00 6:00:00 9:00:00 12:00:00 15:00:00 18:00:00 21:00:00 0:00:00

時　刻

出
力

／
入

力
 (

M
W

)

揚水運転(ガバナーフリー）

発電運転(ガバナーフリー）

 

出典：奥清津第二発電所 2 号機 (2010 年 8 月 16 日) 

図 19-20 可変速揚水発電プラントのガバナフリー運転例 

 

 

図 19-21 可変速揚水発電プラント（沖縄海水揚水）の揚水始動時の入力変化 

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ １０
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２０ 

３０ 
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入力下限値 
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揚水待機区間 
（最大３０min まで待機可能） 

イ ン ペ ラ に 着

 

締切圧力完了 

入力変化レート 

４０MW／ｍｉｎ 

締切り運転区間（制御不可） ガイドベーン開時間（制御不可） 

 

19 - 24 



水力開発ガイドマニュアル（第１分冊 一般水力・揚水式水力発電） 

 
 
 

 
図 19-22 可変速揚水発電プラント（沖縄海水揚水）の揚水停止時の入力変化 

０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ １０

 

５ 
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２０ 

３０ 

２５ 

１５ 

入
 

力
 

Ｐ
ｐ
 

（
Ｍ

Ｗ
） 
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解列 

解列 

N＝４５０min-1  

ALR による入力 
調整範囲 

N＝４５０min-1  
最高揚程時の下限入力 

N＝４２３min-1  

ALR による入力 
調整範囲 

N＝４２３min-1  
最低揚程時の下限入力 

下限入力からの変化時間 
（制御不可） 

下限入力からの変化時
間 
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(2) 交流二次励磁方式の可変速システムの原理 

可変速システムにおいては、ポンプ水車の回転速度が変化した場合でも、発電電動機は系

統の周波数に同期するように励磁する必要がある。交流二次励磁方式はこのような運転を可

能にする励磁方式で、CYC（サイクロコンバータ）方式もしくは、INV-CON 方式（インバー

タコンバータ方式）の変換器子を採用した二次励磁システムが採用されている。 

系統周波数 60Hz で定格回転速

度 450min-1の例を示す。ポンプ水

車が回転速度nで回転していると

すると、発電動動機の極数 P の回

転子を励磁周波数±fEで励磁し

た場合、回転子上には 

±nE＝±2fE×60／P 

の回転磁界が発生し、固定子から

見た回転磁界速度 N＝n±nEとな

る。従来までの同期発電電動機で

は、回転子を直流で励磁している

ことから nE＝0 となり、水車の回

転速度は系統の周波数で決定さ

れる回転速度 N0で運転されてい

る。 

これに対して、可変速運転にお

いては、ポンプ水車の回転速度 n

に応じて、nE＝N0－n に相当する

低周波数で回転子を交流励磁し

て、系統との同期を保つことにな

る。 

図 19-23 電力系統との連系運転 -6%可変時（423min-1） 
 

可変速機のポンプ水車が同期速度から、6%の速度を減じた運転を実施したとすると周波数、

回転速度および励磁周波数の関係は、以下のとおりとなる。 

系統と同期する周波数（N0）＝回転速度（n）＋励磁周波数（nE） 

60Hz＝56.4Hz＋3.6Hz 

450min-1＝423min-1＋27min-1 

可変速システムと従来までの揚水発電システムの比較を表 19-5 と図 19-24 に示す。 

 

 

発電電動機 

（交流励磁同期機） 

コレクタリング 

系統（６０Hz） 

固定子 

フランシス形ポンプ水車 

回転子 

（円筒形） 

GTO 変換器 

3.6Hz→ 

56.4Hz（423min-1） 
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表 19-5 可変速システムと従来の揚水システムの比較 

 可変速揚水プラント 従来の揚水発電所 

構  成 

  
固定子電流 三相交流 60Hz 三相交流 60Hz 

回転子電流 三相交流 -3.6～+3.6Hz 直 流 （0Hz） 

回転速度 

 

60Hz－3.6Hz→423min-1 

60Hz＋3.6Hz→477min-1 

450min-1（一定） 

励磁装置 CYC もしくは INV-CON 整 流 器 

ｶﾞﾊﾞﾅﾌﾘｰ 揚水運転時、発電運転時可能 発電運転時のみ 

ALR 運転 〃 〃 

AFC 運転 〃 〃 

部分負荷 高効率運転装置により 40％程度まで拡大 50％程度まで 

揚水始動 揚水最低運転入力まで急変を軽減可能（30%） 
励磁装置を始動装置として使用可能 

適正運転点まで急変 
ｻｲﾘｽﾀｽﾀｰﾀ、ﾎﾟﾆｰﾓｰﾀ等の始動装置が必要 

系統故障 ・系統故障時に安定度改善に寄与 
・回転子が円筒形のため、二次励磁装置に流

込む故障電流による過電圧保護回路が必要 

・系統故障時に安定度改善は期待できない。 
・回転子が凸極形のため励磁装置は故障電流

の影響を受けない。 
コスト 交流励磁装置および回転子が高価 － 
 

発電電動機 

（交流励磁同期機） 

コレクタリ

 

固定子 

フランシス形ポンプ水

 

回転子 

（ 円 筒

 
二次励磁変換器 

－3.6 
～＋3.6Hz 

発電電動機 

（直流励磁同期機） 

コレクタリング 

固定子 

フランシス形ポンプ水車 

回転子 

（凸極形） 

整流器 

直流 

可変範囲 
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従来機 回転子 可変速機 回転子 

図 19-24 従来機と可変速機の発電電動機の構造比較 
 

(3) 交流二次励磁装置の概要 

現在、可変速揚水発電において実用化されている代表的な可変速システムとして、回路構

成を図 19-25 および図 19-26 に示すサイクロコンバータ方式と INV-CON 方式の二つがある。

以下に両方式の特質について述べる。また、運転を開始している可変速揚水発電所を表 19-7

に示す。 

発電電動機（可変速機） 発電電動機（従来機） 
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1) 無効電力 

サイクロコンバータ方式は、出力 1 相分につき変換器 1 台が動作することから、合計 3 台

の変換器が並列に運転するため、大きな無効電力を必要とする。無効電力は励磁出力容量の

1.7～1.8 倍が必要となるため、発電電動機よりこの無効電力を供給せざるを得ず、発電電動

機の容量を定格以上としなくてはならない。しかし、INV-CON 方式では、コンバータにお

いて力率を 1.0 に制御することが可能なので発電動動機から無効電力を供給する必要がなく、

発電電動機容量がサイクロコンバータ方式に比較して小さくできる。 

2) 信頼性 

サイクロコンバータの主要な部分は、サイリスタ変換器技術である。サイリスタ技術は、

300MW クラスの交・直変換器が製作され 20 年近くの運転実績があり、信頼性の面では問題

無い技術と言える。サイクロコンバータ方式による可変速揚水システムについても、八木沢

揚水発電所（80MW：東京電力）、大河内揚水発電所（300MW：関西電力）、塩原揚水発電所

（300MW：東京電力）、ゴルディシュタール揚水発電所（300MW：ドイツ）および小丸川揚

水発電所 4、1 号機（300MW：九州電力）がある。 

INV-CON 方式については、開発当初は、GTO 素子が適用されていた。GTO 素子の歴史は

サイリスタほど長くはないが、電車等の速度制御、製鉄所圧延機のモータ制御おいては、GTO

素子が採用されるのが主流であった。近年、改良された素子として、GCT 素子、大容量かつ

高電圧の IGBT 素子も開発されており、2 世代目のシステムに採用され始めている。可変速

揚水においても、すでに高見揚水発電所（100MW：北海道電力）、奥清津第二揚水発電所

（300MW：電源開発）、沖縄やんばる海水揚水発電所（30MW：電源開発）、アベス揚水発電

所（185MW：スロベニア）および小丸川揚水発電所 3 号機（300MW：九州電力）が運転を

開始しており、良好な運転実績を上げつつある。現時点においては両方式とも十分な信頼性

を有すると考えられる。 

3) 系統擾乱における運転 

サイクロコンバータは、サイリスタ変換器により 60Hz もしくは 50Hz の交流系統電源か

ら直接変換し、スベリに相当する数 Hz の交流励磁電源を発電電動機二次巻線に供給する方

式である。このため、系統故障時などの系統電圧変動とりわけ電圧低下に対しては、制御目

標値を出力することが難しくなる。また、系統故障時には、故障電流が発電動動機から供給

され、このため二次巻線から変換器側に過渡直流分を含んだ電流が流入しようとするが、サ

イクロコンバータは、故障電流を流すことができないため、電圧クリッパによる抑制、OVPS

による過電圧保護、もしくは変換器による電流打ち消し制御（日立特許）が必要となる。OVPS

を動作させると、リセットまでの数百 msec 間は変換器を停止させることになり、可変速機

による系統故障時の安定度改善効果が小さくなる。 

一方、INV-CON 方式はコンバータ（順変換器）とインバータ（逆変換器）の間に結合コ

ンデンサを設け、これを電源として、スベリ相当の数 Hz の交流励磁電源を発電電動機二次

巻線に供給する方式である。サイクロコンバータと異なり、交流系統電源を直接の電源とし

ていないため、結合コンデンサが一種の蓄積電源と考えられるので、短時間の系統電圧変動
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そのものが、インバータ動作に影響を与えることがない。また、系統故障時には、故障電流

が発電電動機から供給され、このため二次巻線から変換器側に過渡直流分を含んだ電流がフ

ライフォイールダイオードを通じ直流回路に流入する。至近端故障でなければ、チョッパに

よる直流電圧抑制、インバータの再起動制御などの制御により、最小時間の変換器停止で制

御が可能であり、系統故障時に安定度の改善に寄与できる範囲が大きい。 

4) 高調波フィルタの設計 

12 相サイクロコンバータは、交流電源側に 12n±1 次の高調波電流が流出し、加えてこの

高調波近傍に側帯波も発生する。このため、フィルタの設定においては、この側帯波も考慮

する必要があり、複設計においては複雑な検討が必要となる。 

一方、INV-CON 方式は PWM 周波数に相当する高調波電圧しか発生しないため、フィルタ

設計がサイクロコンバータに比較して容易になる。奥清津第二揚水発電所 2 号機のような大

容量のものでは、インバータの結線を NPC 方式にすることで、倍周波の高調波を発生する

ことになり、いっそう有利であり、同プラントでは、高調波シミュレーションの結果からフ

ィルタを省略している。沖縄やんばる海水揚水発電所では高調波シミュレーションを実施し、

4n と 10n の高調波フィルタを主要変圧器低圧側に設置し、プラント端で総合電圧歪１％をク

リアしている。 

5) 装置スペース 

サイクロコンバータの変換器は、概略（出力×すべり×2（力率 0.5）：インバータ）の容

量が必要で、従来の直流励磁装置と比べて相当大きな容量となり、設置スペースが問題とな

る。一方 INV-CON 方式においては、本プロジェクトの比率では、ほぼサイクロコンバータ

と同等であるが、電源変圧器を含めると設置スペースは小さくなる。 

 

6) 沖縄やんばる海水揚水発電所での比較 

沖縄やんばる海水揚水発電所で採用される 30MW クラスの交流励磁システムに INV-CON

方式とサイクロコンバータ方式を適用したケースについて比較すると表 19-6 のとおりとな

る。 

制御性能は両方式とも同等に優れているが、機器設置スペース、総合損失が INV-CON 方

式のほうが優れていること、および、変換器の力率１.0 制御が可能なことから、発電電動機

本体の容量が、サイクロコンバータ方式より小さくできることから、総合的に有利と判断し、

沖縄やんばる海水揚水発電所では、INV-CON 方式を採用した。 
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表 19-6 INV-CON 方式とサイクロコンバータ方式の比較 

項  目 INV-CON 方式 サイクロコンバータ方式 

定   格 GTO インバータ：3.96MVA-915V-2,500A 

GTO コンバータ：2.8MVA-860V-1,880A 

7.45MVA-1,520V-2,830V 

設置スペース 100（INV-CON 方式を 100 とする。） 120 

二次回路損失 100（INV-CON 方式を 100 とする。） 140 

発電所端電圧歪率 約 1.0%（フィルタ容量 6.5MVA） 約 0.5%（フィルタ容量 7.5MVA） 

素 子 数 GTO 素子 30 個、ダイオード 30 個 サイリスタ 72 個 

制 御 性 P、Q 独立制御性、高速応答性とも優れて

いる。 

P、Q 独立制御性、高速応答性とも優れ

ている。 

発電電動機容量 小さい 大きい 

系統不平衡故障時

の応動 

GB 期間が短い GB 期間が長い 
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 図 19-25 サイクロコンバータ可変速システム 図 19-26 INV－CON（GTO 素子）可変速システム 
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表 19-7 可変速揚水発電所一覧 

No. 発電所名 
発電機出力 
MVA/MW 

回転数 
min-1 

制御方式 所有者 製造者 運開年 国名 

 既設        
1 矢木沢 2 号機 85/82 130-156 CYC 東京電力 東芝 1990 日本 
2 高見 2 号機 105/140 208-254 INV-CON 北海道電力 三菱重工/三菱電機 1993 日本 
3 大河内 4 号機 395/388 330-390 CYC 関西電力 日立 1993 日本 
4 大河内 3 号機 395/388 330-390 CYC 関西電力 日立 1995 日本 
5 塩原 3 号機 333.3/341 345-405 CYC 東京電力 日立/東芝 1995 日本 
6 奥清津第二 2 号機 345/340 407-450 INV-CON J-POWER 東芝 1996 日本 
7 沖縄やんばる海水揚水 31.5/31.8 423-477 INV-CON J-POWER 東芝 1999 日本 
8 Goldisthal（2 台） 331/330 300-345 CYC Vattenfall VOITH/ANDRITZ 2002 ドイツ 
9 小丸川 4 号機 345/330 576-624 CYC 九州電力 日立 2007 日本 
10 小丸川 3 号機 340/330 576-624 INV-CON 九州電力 三菱重工/三菱電機 2008 日本 
11 小丸川 1 号機 345/330 576-624 CYC 九州電力 日立 2010 日本 
12 AVCE(1 台) 195/185.3 576-626 INV-CON SENG 三菱重工/三菱電機 2010 スロベニア 
 建設中        
13 小丸川 2 号機 340/330 576-624 INV-CON 九州電力 三菱重工/三菱電機 2011 日本 
14 奥多々良木 2 号機 設計中 285-315 CYC 関西電力 日立 2013 日本 
15 奥多々良木 1 号機 設計中 285-315 CYC 関西電力 日立 2014 日本 
16 京極 1 号機 222/230 475-525 INV-CON 北海道電力 東芝 2014 日本 
 計画        
17 葛野川 3 号機 475/460 480-520 INV-CON 東京電力  2017 年以降 日本 
18 葛野川 4 号機 475/460 480-520 INV-CON 東京電力  2017 年以降 日本 
 計画（続き）        
19 Nant de Drance（4 台）    Alpiq, SBB, FMV ALSTOM 2016 スイス 
20 Limmern（4 台）    Linth-Limmern AG ALSTOM 2016 スイス 
21 Venda Nova 3       ポルトガル 
22 Kozjak       スロベニア 
23 Kühtai 2       オーストリア 
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第20章 運転維持管理 

20.1 一般 

本章は、水力開発ガイドマニュアル（新エネルギー財団、1996年）を使用したものである。 

運転維持管理は第19章までに記載した「調査」とは直接関係はしない。しかしながら既に開発

された発電所でも様々な原因により期待された運転ができない状況に陥っている場合がある。本

章は発電所がフィジビリティ調査で得られた当初の効用が確実に発揮できるよう維持管理の主

要事項を述べた。

水力発電所の運転維持管理に当たっては、発電所の運転操作要領ならびに土木・電気設備の保

守・点検等に関する基本的事項について記載した要綱をあらかじめ定め、これらに基づいて運転

維持管理業務を遂行する。

一般に運転維持管理に携わる人々は、次の事項を心得ておく必要がある。

(1) 常に諸規定を遵守し、各設備の運転保守業務を計画的かつ効率よく確実に行うとともに、

設備の改善、技術の向上、高効率運転に努める。

(2) 発電所内の土木、電気等の各設備の構造および性能について十分精通し、各種の事故を想

定して、それに対する対応策を熟知しておく。

(3) 常に各設備の状態を把握し、異常、障害、事故を発見した場合には、運転責任者に速やか

に報告を行う。なお、運転上緊急処置を要する場合には、事故箇所の除去、応急処置等の

適切な処置を行って早期復旧に努める。

(4) 常に安全に関する諸規程を遵守し、人身事故の未然防止に努め、必要に応じて設備の改善

を行う。

20.2 運転 

20.2.1 運転一般 

運転操作は、平常時の運転操作手順および異常時の対応処置などについて定めている運転操作

要領に基づいて行う。

一般には次の事項を心得ておく必要がある。

 常に発電所内外の送電系統ならびに負荷の状況を明確に把握し、事故発生の場合に敏速

かつ適切な処置がとれるようにする。

 運転操作に関する事項は必ず運転責任者の指令に従って行う。

 機器の操作は必ず運転責任者が確認する。

 機器の操作の前後には必ず関係計器、表示ランプおよび表示器を確認する。
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(1) 通常運転時の留意事項 

運転中には各種計器類の監視の他に、少なくとも 1 日に 1 回は所内巡視を行う必要がある。

通常運転時に際して留意する点としては以下の項目が挙げられる。

 機器の振動、異常音の有無

 潤滑油、冷却水の量

 各部の温度の状況

 指示計器の指示値の異常の有無

 発電機の電圧、電流、出力、力率などの負荷状況

 コンプレッサー、圧油ポンプの動作状況

 所内外の機器その他工作物の異常の有無

(2) 起動前の留意事項 

1) 点検補修作業などで長期間運転休止していた場合に水車発電機を再起動するに当たって

は、必ず外観点検および簡便な試験測定を行って、発電機巻線の吸湿、水管の発錆、軸

受面の発錆、ブラシあたり面の化学変化、異物侵入、作業中の誤結線等のチェックを行

う必要がある。主な留意事項を挙げると下記のとおりである。

 各回路の絶縁抵抗の測定、冷却装置の点検

 ブラシの状況点検、調整器類の正常位置の確認

 軸受油面および漏油の有無、圧油装置および調速機周辺の点検

2) 事故等で自動的に発電機が停止した場合は、その事故の原因を調査したうえ当該部分を

修理し、完全に回復したことを確認した後に、運転を再開するものとする。

(3) 停止時の留意事項 

停止時の留意事項は下記のとおりである。

 解列時には電流ゼロで遮断する。

 停止時のブレーキは定格回転速度の 1/3 程度でかけ、長時間の低回転速度運転は避け

る。

 冷却水を止め、発電機風道のシャッター類は閉める。

 停止後に所内巡視を行う。

 長期間の停止時には、結露防止等の対策を行う。

20.2.2 災害時の対策 

(1) 洪水時の対策 

洪水時には、水路内への土砂や流木等が流入しないよう発電機を停止し、取放水口ゲートを

閉鎖する事が望ましい。
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(2) 地震時の対応 

地震の場合はその程度により影響が施設全般に及ぶものであり、従って全施設にっいて点検

が必要である。

 構造物のクラックおよび破損傾斜等

 水車および発電機軸芯の点検

 電気機器の総合的な点検

 その他施設の点検

20.2.3 その他の留意事項 

ここでは、開発途上国の水力発電所を運転するうえで留意すべき事項を記載する。これらの事

項を十分認識のうえ、運転操作要領を定め、運転員に周知徹底させ、適切な運転業務を遂行する

ものとする。

(1) 水車の運転範囲について 

運転は、流量・落差に応じた適切な運転範囲内で行なうものとし、極端な小水量または低落

差時には運転を停止する等、極力ランナーを損耗させないよう心掛けるものとする。

複数台の発電所では、特に小水量での運転を避けるために流入量に応じて運転台数を調整す

るものとする。

(2) 運転時の負荷等の調整について 

開発途上国では、夕刻に最も負荷が多くなる可能性が高くかつ負荷変動も著しい。運転にお

いては、負荷に応じて適切に運転台数を調整する等、きめ細やかな配慮が必要である。

また、当該発電所の役割（ベースあるいはピーク電源など）を十分理解したうえで、運転操

作要領を定める必要がある。

(3) 単独系統の復旧について 

単独系統の発電所で発電開始する場合は、負荷を切り分けて段階的に投入することが望まし

い。

全負荷を一度に投入すると、発電機が瞬間的な過負荷により保護停止（トリップ）すること

がある。

20.3 維持管理 

20.3.1 維持管理一般 

水力発電所の安定した運用を図るために、土木・電気設備の管理、機能の維持、異常の早期発

見に努めて、事故を未然に防止する必要がある。そのためには、土木・電気設備の巡視、点検、

測定調査等を定期的に実施し、定められた様式に基づいて、それらを記録、保管し、その傾向を

把握すること等が大切である。
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なお、定期点検のうち、水車、発電機の停止をともなうものについては、極力同時に行う等、

停止期間を短縮する方策を計るものとする。

20.3.2 土木設備 

(1) 巡視 

巡視とは土木設備の異常の有無および周辺状況を把握するために行う見回りのことであり、

あらかじめ巡視コースを定め、月に 1 同程度実施するのが望ましい。 

(2) 点検 

土木設備の点検は一般に下記のように分類され、点検内容を表 20-1 に示す。 

 

 

外観点検とは、土木設備の異常の有無、機能の確認等その状況を把握するための 6 ヵ月～1
年に 1 回程度の定期点検をさし、内部点検とは、抜水した状態で水路内部の異常の有無、機能

の確認等を行う 5 年に 1 回程度の定期点検のことである。 
臨時点検とは、地震・洪水・大雨の前後、その他必要に応じて行う点検をさし、臨時細密点

検とは、巡視、外観点検、内部点検および臨時点検の結果、更に詳細な点検が必要と認められ

た場合に行う点検のことである。

(3) 測定調査 

測定調査とは、水文・気象、土木設備等の現状を把握するために行うものである。

水文気象観測はダム又は発電所地点で行い、観測項目としては、天気、気温（最高、最低）、

湿度、降水量、気圧、風向、風速等が挙げられる。

土木設備に係る測定調査としては、日本の場合水圧鉄管、余水管の管厚測定を 10 年に 1 回

程度、塗膜厚測定を 1 年に 1 回程度実施している。 
貯水池、調整池に係る測定調査としては、堆砂状況調査、水質調査および周辺地山の挙動調

査等が挙げられる。

20.3.3 電気設備 

(1) 巡視 

巡視点検では全般的に電気機器の異常の有無および運転状態を把握することを目的とし、異

音、異臭、異常振動などに注意して行う見回りのことであり、あらかじめ巡視コースを定め毎

日実施する。

点検

外観点検

内部点検

臨時点検

臨時細密点検

定期点検

臨時点検
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(2) 点検 

電気設備の点検は、一般に下記のように分類される。

外部点検とは、水車、発電機を停止し異常の有無、機能の確認等を行う 1～3 年に 1 回程度

の定期点検をさし、内部点検とは水車、発電機全般の分解点検、手入れを行い、機能回復をは

かる 5～10 年に 1 回程度の定期点検のことである。なお、点検の周期は、点検結果および使用

状態等を勘案して決めることが望ましい。

臨時点検とは、電気機器の異常・故障が生じた際に水車、発電機を停止して行う点検ことで

ある。

電気設備の主要な定期点検項目を、表 20-2 に示す。 

点検

定期点検

臨時点検

外部点検

内部点検
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表 20-1 土木設備の点検内容 
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表 20-2 電気設備の点検内容 
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20.3.4 予備品 

異常発生時や故障発生時の早期復旧を目的として予備品を保有する。予備品は故障発生の頻度、

製作期間、重要度を考慮して品種、数量を決めるとともに運搬等を考慮して合理的な保有箇所を

決定する。なお、ブラシ・ヒューズ等の消耗品については、別途必要数を保有する。 

水力発電所の予備品の一般例を表20-3に示す。 

表 20-3 予備品一般 
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付属資料 A-5-1： 発電計画検討  

1 流れ込み式 

第 5 章、第 6 章に述べた検討手順に沿って、概略調査の検討の主要点を以下に述べる。以下、本

文に使用した番号、図表番号（注）などは、その表記で使用してある。また、付属資料で作成し

た図表には「付図、付表」と記載してある。（注）図 5-14 は「5 章の図番」を表す。 

 

(1) 計画検討 

1) 水路ルートの検討 

入手した地形図から A 計画地点の発電方式の検討を行い、計画サィトは調整池を築造する

のに適した地形を呈していないので流れ込み式（水路式）として検討する。水路ルートは 5.3.3

（2）に従って決定した（内容は省略）。 

2) 流域面積 

入手した地形図から測り 55 km2 である。 

3) 流量曲線図の作成 

計画地点の日流量データによる流況曲線図を作成する。（付図 A-5-1 参照） 

4) 常時使用水量（Qf） 

付図 A-5-1 より 90％流量（328 日）に相当する常時使用水量（Qf）を求める。なお、マニ

ュアル本文では、Qf として 95%流量を採用しているが、この例では 90%としたものである。 

Qf＝2.00 m3/sec 

5) 最大使用水量（Qmax） 

付図 A-5-1 より河水利用率約 70％に対する流量を求め、これを最大使用水量とする。 

Qmax＝7.50m3/sec 

6) 水路縦断図 

1）で決定した水路ルートの縦断図を示す（図 5-15）。 

7) 損失水頭（Hℓ）及び有効落差（Hes）の計算 

Hg＝NWL－TWL＝410－350＝60m 
Hℓ＝2,000/1,000＋100/200＋0.6＝3.1 

Hes＝Hg－Hℓ＝56.9m 

なお、導水路延長 L1＝2,000m、水圧管路延長 L2＝100m とする。 

8) 水車型式の選定及び合成効率 

最大使用水量 7.5 m3/sec、有効落差 56.9m が得られたので、第 12 章図 12-6 から水車形式を

フランシス水車とする。合成効率は出力 4,200kW（Qmax×Hes×9.8＝4,200 kW）として表 5-2

から 0.84 とする。 
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9) 最大出力及び常時出力の計算 

最大出力 

P＝9.8×Qmax×Hes×η＝9.8×7.5×56.9×0.84＝3,500kW 

常時出力 

Pf＝9.8×Qf×Hes×ηf＝9.8×2.0×56.9×0.63＝700kW 

なお、水車台数は 1 台とし、ηfは図 5-16 からフランシス水車の Qf/Qmax＝0.27 に対する値

0.67 に 5MW と 50MW の 100％負荷時の合成効率の差を考慮し求める。 

10) 年間発電電力量 

付表 A-5-1 に電力量計算の例を示す。 

E＝21.3×106kWh となり、このうち 1 次電力量は 1.6×106kWh である。 

11) 設備利用率 

PF＝
760,8500,3

103.21 6

×
×

×100＝69％ 

 
付図 A-5-1 流況曲線（流れ込み式） 
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付表 A-5-1 電力量計算例（流れ込み式） 

 
（注）水車型式：フランシス水車 

ζ：水車・発電機の合成効率（図 5-16 の合成効率は表 5-2 に示す 5MW と 50MW の合成効

率の差 4％を 50MW の効率から減じたもの） 

(4) 欄/Qmax＜0.2 の場合 ζ＝0.0 とする。 

ζ＞0.84 の場合（図 5-8） ζ＝0.84 とする。 
(7)＝（2）×（4）×24×3,600 

(8)＝9.8×（6）×He×（7）×1/3,600 

He＝56.9m 

（注）表の（）内は、1 次電力量を示す。 

(2) 工事数量の算定 

1) 取水ダム 

・高さ（Hd）＝10m、堤頂長（L）＝30m 
・数量 

Ve＝8.69×（Hd×L）1.14＝5,800 m3 

Vc＝16.1×（Hd2×L）0.695＝4,200 m3 

Wr＝0.0274×Vc0.830＝28 ton 

Wg＝0.145×Qf
0.692＝10 ton 

年間降雨量 1,100mm より H 地区の地域係数 a＝17 

A＝55km2、q＝8.2 m3/sec/km2、Qf＝8.2×55＝450 m3/sec 

2) 取水口 

・無圧式 
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・Q＝7.5 m3/sec 

トンネルの内径 D＝2.2m（図 6-2 より）、半径 R＝1.1m 
・数量 

Ve＝171×（R×Q）0.666＝700 m3 

Vc＝147×（R×Q）0.470＝400 m3 

Wr＝0.0145×Vc1.15＝14 ton 

Wg＝1.27×（R×Q）0.533＝4 ton 
Ws＝0.701×（R×Q）0.582＝2 ton 

3) 沈砂池 

・Q＝7.5 m3/sec 

・数量 

Ve＝515×Q1.07＝4,400 m3 

Vc＝169×Q0.936＝1,100 m3 
Wr＝0.120×Vc0.847＝45 ton 

Wg＝0.910×Q0.613＝3 ton 

Ws＝0.879×Q0.785＝4 ton 

4) 導水路 

・無圧トンネル 

・1＝1/1,000、Qmax＝7.5 m3/sec、L＝2,000 m、D＝2.2 m（図 6-2 より） 
・数量 

Ve＝（0.893×D2＋1.07×D＋0.321）×L＝14,000 m3 
Vc＝（1.07×D＋0.321）×L＝5,400 m3 

Wr＝（0.00911×D＋0.00273）×L＝46 ton 

5) ヘッドタンク 

・Q＝7.5 m3/sec 
・数量 

Ve＝808×Q0.697＝3,300 m3 
Vc＝197×Q0.716＝830 m3 
Wr＝0.051×Vc＝42 ton 

6) 水圧管路及び余水路 

(a) 水圧管路 

・Q＝7.5 m3/sec、He＝56.8 m 

鉄管の内径 Dm＝1.8 m（図 6-3 より） 
鉄管の延長 L＝100 m（水路縦断図より） 

設計水頭 H＝60 m 

・数量 

Ve1＝10.9×Dm1.33×L＝2,400 m3 
Vc1＝2.14×Dm1.68×L＝570 m3 
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Wr1＝0.018×Vc＝10 ton 

tm＝0.0362×H×Dm＋2＝6 mm 

Wp1＝7.85×π×Dm×tm×10-3×1.15×L＝31 ton 

(b) 余水吐 

・Q＝7.5 m3/sec、平均勾配 1/1 とする。 

D＝0.8 m、L＝100 m（水圧管路に並設） 

・数量 

Ve2＝9.87×D1.69×L＝680 m3 

Vc2＝2.78×D1.70×L＝190 m3 

Wr2＝0.029×Vc2＝6 ton 
Wp2＝0.165×D1.25×L＝12 ton 

(c) 合計数量 

・Ve＝Ve1＋Ve2＝3,100 m3 

・Vc＝Vc1＋Vc2＝760 m3 

Wr＝Wr1＋Wr2＝16 ton 

Wp＝Wp1＋Wp2＝43 ton 

7) 発電所 

・Q＝7.5 m3/sec、He＝56.9 m、機器台数 n＝1 
・数量 

Ve＝97.8×（Q×He2/3×n1/2）0.727＝3,000 m3 

Vc＝28.1×（Q×He2/3×n1/2）0.795＝1,200 m3 

Wr＝0.046×Vc1.05＝79 ton 

8) 放水口 

・無圧式 

・Q＝7.5 m3/sec、R＝1.1 m 
・数量 

Ve＝395×（R×Q）0.479＝1,100 m3 

Vc＝40.4（R×Q）0.684＝170 m3 

Wr＝0.278×Vc0.61＝6 ton 

(3) 総工事費 

上記数量及び A 国における工事単価を基に総工事費を算定し、138,000×103貨幣単位と見

積もられる。以下に算定の条件、付表 A-5-2 及び付表 A-5-3 に算定例の詳細を示す｡ 

・電気機器は、当該国の事例を HeP （P：出力 kW、He：有効落差 m）をパラメーターに

両対数紙にプロットし、本プロジェクトの HeP =463×103に対し費用を求めた｡ 

・利子率は内貨､外貨の平均利子率とした｡ 
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・工事単価は事例によった｡ 

・建設工期は 3 年とした｡ 

付表 A-5-2 工事費総括表（流れ込み式） 
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付表 A-5-3 (1) 土木工事の工事費内訳書（流れ込み式） 
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付表 A-5-3 (2) 水力機器の工事費内訳書（流れ込み式） 

 

(4) 経済評価 

6.3.1 に基づいて経済性を評価する｡ 

当該プロジェクトが系統に連結されて将来の主要電源が石炭火力と想定される場合､代替

電源として石炭火力を選定する｡また､水力の発電電力量の総量が有効に消費されると想定

されるので 1 次及び 2 次電力量の区別はしないこととする｡ 

(a) 水力の年間便益 

PH=700kW（有効出力） 

E=21.3×106kWh（年間発電電力量） 
b1= Ct × α=26,000×(0.11+0.03)=3,640 貨幣単位/kW 

Ct ：石炭火力の建設単価 26,000（貨幣単位/kW） 

Α ：年経費率（割引率 10%） 

b2=860÷0.38÷5,800×1.096=0.428 貨幣単位/kWh 
熱効率 38%、発熱量 5,800kcal/kg、燃料単価 1.096 貨幣単位/kg 

B=B1+B2=700×3,640+21.3×106×0.428=11.7×106貨幣単位 

(b) 水力の年間費用 

Ch=138×106貨幣単位 
C=Ch×α=138×106×0.11=15.2×106貨幣単位 

Ch ：水力の建設費(貨幣単位) 

α ：水力の年経費率 

(c) B/Cの算定 

B/C=11.7×106 / (15.2×106) = 0.77 
上記(a)及び(b)で求めた B/C の値は 1.0 を下回っておりフィージブルとはいえない｡ 
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2 貯水池式 

第5章および第6章に述べた検討手順に沿って、検討の主要点を以下に伸べる｡ 

(1) 計画検討 

1) ダム位置、水路ルートおよび発電方式の検討 

入手した地形図から B 地点の発電方式の検討を行い､以下の理由により貯水池式または調

整池式を選定した｡ 

 ダムサイトの地形は、高さ 100m で堤頂長 350m の狭まった地形を呈していること｡ 

 高さ 100m のダムで約 280×106 m3 の貯水容量が得られること。落差を得る方法による分

類として水路延長を若干延長することにより約 50m の増分落差が得られることから、ダ

ム水路式を選定する｡ 

2) 流域面積 

入手した地形図から測り 1,050km2 を得た｡ 

3) ダムサイトでの平均流量及び流入量 

流量観測所のデータから流域換算によりダムサイトにおける年平均流量及び年間総流入

量を求めた｡ 

Qave=58.48 m3/sec 

ΣQi=58.48×86,400×365=1,844×106m3 

ここに､ 

Qave：ダムサイトでの年平均流量（m3/sec） 

ΣQi：年間総流入量（m3） 

4) 貯水容量曲線 

地形図からダムサイトにおける標高毎の貯水面積を求め､これから付図 A-5-2 に示す貯水

容量曲線を作成した｡ 

5) 堆砂量及び堆砂標高 

100 年間の流入土砂量は、比堆砂量 119m3/km2/年から 12.5×106m3 と算定される。 

満水位標高が 500m 程度と仮定すると、総貯水容量（Vg）は約 280×106m3 である。 

Vg/ΣQi=0.5 に対する貯水池の補足効果を図 9-50 を用いて求め、その堆砂量を算定すると

10.0×106m3 となる。なお、概略検討の段階であり補足効果を無視してもよい。堆砂標高は貯

水容量曲線から EL. 428m である｡ 

Vs=119×1,050×100×0.8=10.0×106m3 
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6) 低水位の仮設定 

低水位は堆砂標高 428m、水路トンネル内径（仮設定値）6.2m をもとに 439m に仮設定す

る。設定の根拠は以下のとおりである。 

 最大使用水量（仮設定値）は次式の考えに基づき 234 m3/sec とする｡ 

Qmax=Qave/0.25=58.42/0.25=234m3/sec 

 水路は 2 条とし、図 5-22 より 1 条あたりの流量 117m3/sec に対する内径（D）は 6.2m で

ある｡ 

LWL=ELc+1＋D×1.5=428＋1＋6.2×1.5≒439m 

7) 満水位の仮設定及び総貯水容量（Vg） 

地形、地質、補償等から判断して満水位 500m に設定する｡総貯水容量(Vg)は貯水容量曲

線から 276×106㎥である。付図 A-5-2 に貯水池の容量の模式図を示す｡ 

 

付図 A-5-2 貯水容量曲線 
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付図 A-5-3 貯水池の容量の模式図 

 

8) 有効貯水容量､低水位及び満水位の決定 

低水位 439m の妥当性をチェックする｡ 

(a) 利用水深､有効貯水容量及び流量の調整率(RCF) 

利用水深(ha)=500–439=61m 

有効貯水容量(Ve)=272–22=256×106㎥ 

RCF=
ⅰΣQ

Ve
×100= 6

6

10×1,844
10256×

×100=14%<75%程度 

RCFから､貯水池式の計画が妥当である｡ 

(b) 落差変動率の概算 

落差変動率:
TWL-HWL
TWL-LWL

=
350500
350439

−
−

=0.59<0.7 

以上から落差変動率はフランシス水車の運転可能領域の限界である0.7より小さいので低

水位を再設定する｡ 

(c) 低水位を465mに再設定する｡ 

落差変動率:
TWL-HWL
TWL-LWL

=
350500
350465

−
−

=0.77>0.7 

フランシス水車の運転可能領域内であるのでこれを採用する｡ 

なお､低水位を 439m に設定してカプラン水力を採用するか否かを､別途検討することもあ

るが､ここでは概略検討であり省略する｡ 

(d) 以上からHWL500m､LWL465mとしVe=206×106㎥に決定する｡ 

 

9) 発電方式の決定 

RCF= 6

6

101844
10×206
×

×100=11%>5% 

以上から本計画は貯水池式として検討する｡ 
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10) マスカーブの作成 

付表 A-5-4 にマスカーブの計算例､付図 A-5-4 にマスカーブの例を示す｡ 

11) 常時使用水量の計算 

付図 A-5-4 を用いて常時使用水量を計算する｡ 

S1=4,887(m3/sec–day) 

S2=O(m3/sec–day) 

Ve=206(106 m3)=2,384(m3/sec–day) 

n=243(日) 

Qave=58.48(m3/sec) 

Qf= n
SS 12 −+Ve

+Qave 

=48.18(m3/sec) 

なお､上記 Qf は検討内容が理解しやすいよう 1 年間の流量資料から得られた値であるが､

実際の検討では長期の資料から得られるべきである｡ 

 

付表 A-5-4 マスカーブの計算例 
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付図 A-5-4 マスカーブの例 (Differential Mass Curve) 

 

12) 最大使用水量の決定 

ピーク継続時間 5 時間と仮定し最大使用水量を決定する｡ 

Qmax=
5

24×Qf
=230 m3/sec 

13) 基準取水位及び放水位 

488m を基準取水位(NWL)とし､放水位は発電所位置の河床標高である 350m とする｡ 

NWL=500–(500–465)/3=488m 

14) 水路縦断図 

付図 A-5-5 参照｡ 

15) 損失落差及び基準有効落差の計算 

Hg=500–35/3–350=138 

損失落差(Hℓ)は 5.3.4(15)による｡ 

Hℓ=a×L1＋b×L2＋c×L3＋△h=850/700＋155/200＋0.6=2.6m 

なお放水路は設けないので L3=0､その他損失(△h)は 0.6m とする｡ 

基準有効落差(Hes)は次式による｡ 

Hes=Hg–Hℓ=138–2.6=135.4 

16) 水車型式の選定及び水車・発電機の合成効率 

図 12-16 から水車型式はフランシス水車とし､最大出力算定のための合成効率は 89%とす

る｡(表 5-2 より算定) 
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17) 最大出力及び常時尖頭出力の計算 

Pmax=9.8×0.89×230×135.4=270,000kW 

なお常時尖頭出力も同–値とする｡ 

18) 年間発電電力量 

(a) 年間発電総使用水量による概算 

付図A-5-4から､溢水がないことが判断されるので流入量の全量21,344 m3/sec-dayが発電

に使用可能である｡年間の発電総使用水量を用いた電力量の概算は次式による｡ 

E=9.8×0.89×21,344×135.4×24/106=605×106kWh 

 
付図 A-5-5 水路縦断図 

 
付図 A-5-6 マスカーブを使用した貯水池運用 
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(b) マスカーブによる月別電力量の計算 

付表A-5-5にマスカーブを使用した月別電力量の計算例を示す｡ 

 

(i) 欄:月別流入量 

(ii) 欄:月別発電使用水量 

乾期の 8 月から 3 月は付図 A-5-6 に示すとおり､貯水池からの補給で常時使用水量 48.18
㎥/s で貯水池運用する｡出水期には溢水が極力生じないよう､貯水池が空の状態の 4 月初

から満水の状態の 6月末までマスカーブの接線(Q)の運用を行う｡但しQが最大使用水量

230 ㎥/s 以上の場合溢水が生じるので､Q の最大値は最大使用水量 230 ㎥/s である｡ 

Q=(3,067+4,250+2,650–2,384)/91=83.33 ㎥/sec <230 ㎥/sec 
7 月は貯水池水位が満水位の状態であり､流出量が流入量に等しくなるよう貯水池運用す

る｡ 

(iii) 欄:溢水量 

上記の貯水池運用を行うので溢水は生じない｡ 

(iv) 欄:貯留量 

当月末の貯留量を求める｡ 

(v) 欄:月末貯水位 

(iv)の貯留量に対する水位を付図A-5-7により求め､月末貯水位とする｡なお付図A-5-7は

付図 A-5-2 に示す低水位と満水位間の容量を m3/sec-day 単位で表したものである｡ 

(vi) 欄:平均水位 

(v)の月末貯水位及び月初水位(前月の月末水位)の平均から当月の平均水位を求める｡ 

(vii) 欄:有効落差 

各月の平均水位と放水位 350m の差から各月の総落差を求め､損失落差 2.6m から有効落

差を求める｡損失落差の算定は 15)に記載されている｡ 

(viii) 欄:落差変動率 

基準有効落差及び各月の有効落差から落差変動率を求める｡ 

(ix)(x) 欄:合成効率 

図 5-28 より落差変動率に対応する変落差効率を求め((9)欄)次式で当月の水車・発電機の

効率を算出する｡なお､0.89 は図 5-16 の Q/Qmax=100%の値である｡ 

当月の合成効率=0.89×当月の変落差効率 

(xi) 欄:電力量の算定 

月別電力量(Ei)を次式で求める｡ 

Ei=9.8×(10)×(2)×(7)×24/106(106kWh) 
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これより､年間の発電電力量は 609×106kWh である｡ 

 

付図 A-5-7 満水位・低水位間の貯水容量曲線 

 

(2) 工事数量の算定 

1) ダム 

ダム形式はコンクリート重力ダムを選定する｡ 

堤高(Hd)=100m 

堤頂長(L)=350m 

河床幅(B)=70m 

設計洪水量(Qf)=4,600 m3/sec 

洪水量は 6.2.2(1)に示す簡便式から求める｡ 

 

当地域の年間降雨量 1350mm より T 地区の地域係数 a=34 とする｡ 

A=1,050 km2、q=4.4m3/sec/km2、Qf=4.4×1,050=4,600m3/sec 
・数量 

Hd2×L=3,500×103>100×103 

Ve=10.0×Hd×L=350,000 m3 

Vc=0.21×Hd2×L=735,000 m3(B/L=0.2) 

Wg=0.13×Qf=600 ton 
2) 取水口 

・圧力式 

・Q=230 m3/sec 
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トンネルは 2 条に設定すると､1 条あたりの設計流量は 115 m3/sec であるので､トンネルの

内径は図 6-2 より D=6.2m となる｡ 

n=2 

Q=230 m3/sec 

D=6.2 m 

ha=35 m 
・数量 

Ve=130×[{(ha+D)×Q}1/2×n1/3]1.27=58,200 m3 

Vc=56.5×[{(ha+D)×Q}1/2×n1/3]1.23=20,900 m3 
Wr=0.04×Vc=840 ton 

Wg=0.9×(ha+D)1/9×Q=310 ton 

Ws=0.5×(ha+D)1/9×Q=170 ton 
3) 導水路 

・円形圧力トンネル 

・D=6.2m より R=3.1m、L=850m、n=2 

・数量 

図 6-5 より t0=0.55m とする｡ 

Ve=3.2×(R＋t0)2×L×n=72,500 m3 

Vc={3.2×(R+t0)2–πR2}×L×n=21,200 m3 

Wr=0.04×Vc=850 ton 
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付表 A-5-5 マスカーブによる電力量計算(貯水池式) 

A
-5-2 
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4) サージタンク

・Q=230 m3/sec、q=115 m3/sec、ha=35 m、L=850 m、n=2 
・数量

Ve=38×q×(ha+L)1/4×n=47,600 m3 

Vc=11×q×(ha+L)1/4×n=13,800 m3 

Wr=0.05×Vc=690 ton 
5) 水圧管路

・露出型とする

・q=115 m3/sec、n=2、H=500–350=150 m 

鉄管の内径 Dm=5.1 m（図 6-3 より q=115 m3/sec に対し） 
鉄管の延長 L=155 m 

設計水頭 H=500–350=150 m 

・数量

Ve=(20.3×Dm2–49.5×Dm＋41.3)×n1/3×L=61,900m3 

Vc=(0.5×Dm2＋2.5×Dm)×n1/3×L=5,000 m3 

Wr=0.018×Vc=90 ton 
tp1=0.0313×H×Dm＋2=26 

Wp=7.85×π×5.1×26×150×1.15×2=1,130 ton 
6) 発電所

・Q=230 m3/sec、He=135.4m、 n=4 

・数量

Ve=97.8×(Q×He2/3×n1/2)0.727=91,100 m3 

Vc=28.1×(Q×He2/3×n1/2)0.795=49,600 m3 

Wr=0.05×Vc=2,480 ton 
7) 放水口

・無圧式

・Q=230 m3/sec、D=8.0 m(図 6-2 を外挿し、R=4.0 m) 

・数量

Ve=395×(R×Q)0.479=10,400 m3 

Vc=40.4(R×Q)0.684=4,300 m3 

WR=0.278×Vc0.61=46 ton 
(3) 総工事費 

上記数量及び工事単価を基に総工事費を算定し､4,529,000×103 貨幣単位と見積もられる｡以

下に算定の条件、付表 A-5-6 および付表 A-5-7 に算定例の詳細を示す｡ 

・準備工事は土木工事の 2%として算出した｡ 

・電気機器は､当該国の事例を HeP/ (P 出力 kW, He 有効落差 m)をパラメーターに両対数紙

にプロットし､本プロジェクトの HeP/ =23,200 に対し費用を求めた｡ 
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・利子率は内貨､外貨の平均利子率とした｡ 

・工事単価は事例による｡ 

・建設工期は 4 年とした｡ 

なお､この例では包蔵水力調査のため送電線工事費は算定していない｡検討の結果､有望プ

ロジェクトと認められた場合､現地踏査を行い送電線（または配電線）の工事費を算定する｡

この例の場合､設備出力 270MW､発電所から変電所(または既設送電線)までの距離が 100 ㎞

とすると､6 章図 6-6(b)から 140kV2 回線を選択する｡その工事単価を調査し､距離を乗じて

送電線工事費を算定する｡ 

(3) 経済評価 

1.1(3)で用いた kW 単価及び kWh 単価を用いて経済性を評価する｡ 

(a) 年間便益 

Ph=270,000kW 

E=605×106kWh 
B=B+B=.270,000×3,640+605×106×0.428=1,240×106貨幣単位 

(b) 年間費用 

C=4,529×106×0.11=498×106貨幣単価 

(c) 経済性 

B/C=1,240/498=2.5 
従って､このプロジェクトは極めて良い経済性を有している｡ 
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付表 A-5-6 工事費総括表(貯水池式) 
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付表 A-5-7(1) 土木工事の工事費内訳書(貯水池式) 
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付表 A-5-7(2) 水力機器の工事費(貯水池式) 

 
 

3 調整池式 

5.3.5に述べた検討手順に沿って､検討の主要点を以下に述べる｡なお､工事費の算定及び経済評

価は付属2の貯水池式に準じるものとし､ここでは省略した｡ 

(1) 計画検討 

1) ダム位置､発電所位置及び水路ルートの選定 

入手した地形図から C 地点の発電方式の検討を行った｡計画サイトは貯水池又は調整池を

築造するのに適した地形を呈しており､付属 2 において調整率 RCF 検討した結果 5%未満で

あり調整池式として検討する｡また､比較的短い導水路を設けることにより落差増が得られ

ることからダム水路式とした｡ダム位置､発電所位置及び水路ルートの選定は 5.3.4(2)に従っ

て決定した(内容は省略)｡ 

2) 流域面積 

入手した地形図から測り 860 km2 である｡ 

3) ダム地点流量の算定 

ダム地点の年平均流量は 55.3m3/sec､年間総流入量は 1,744×106 m3 である｡ 

4) 貯水容量曲線の作成 

貯水容量曲線を付図 A-5-9 に示す｡ 

5) 堆砂量及び堆砂標高 

ダム地点の流域面積 860 km2 に対し堆砂量を求める｡近傍のダムの堆砂実績が､比堆砂量が

30 m3/km2/年であるので､100 年堆砂量は次式で表される｡ 

Vs=30×860×100=2.58×106 m3 

堆砂標高は付図 A-5-9 から Els=516 m とする｡ 

6) 流況曲線の作成及び常時使用水量の決定 

計画地点の日流量データから作成した流況曲線図を付図 A-5-8 に示す｡常時使用 

水量(Qf)は付図 A-5-8 より 90%流量から 18.50 m3/sec とする｡なお、常時使用水量はプロジ
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ェクトの事情により、95％流量を採用している。 

7) 最大使用水量の設定 

常時使用水量を 5 時間ピーク発電する計画で最大使用水量を設定する｡ 

Qmax=Qf×24/5=89.0 m3/sec 

8) 低水位の仮設定 

図 5-23 より Qmax=89.0 m3/sec に対する圧力トンネルの内径 D=5.6 m である｡低水位は以下に

設定する｡ 

LWL=Els+1.0＋5.6×1.5≒526 m 

9) 有効貯水容量､低水位及び満水位の決定 

常時使用水量を日間調整し､最大使用水量で 5 時間ピーク運転ができる調整容量を計算す

る｡ 

Ve=(Qmax–Qf)×5×3,600=(89.0–18.5)×5×3,600=1.3×106 m3 
LWL526 m に対し上記の有効容量を確保する満水位標高は 534 m である｡ 

低水位の妥当性を水車の運用領域の観点からチェックする｡ 

落差変動率(k)の計算 

NWL=HWL–ha/3=534–(534–526)/3=531m 

Hg=NWL–TWL=531–400=131m 

0.70.96
131

400-526
Hg
TWL526-LWLk >===  

以上から落差変動率はフランシス水車の運転可能領域の限界である 0.7 より大であり､低水

位 526m､満水位 534m で検討を進める｡ 

10) 水路縦断図 

付図 A-5-10 で決定した水路ルートの縦断図を示す｡ 

11) 損失落差及び有効落差 

発電方式がダム水路式であるので､有効落差は下記で求める｡ 

NWL=HWL–ha/3=534–8/3=531.3 
Hg=NWL–TWL=531.3–400=131.3 
Q=89.0 m3/sec、導水路 L=700m、D=5.6 m(図 6-2 より)、 

水圧管路 L=185 m、D=4.7 m(図 6.3) 
Hℓ=700/700+185/200+0.6=2.5 m 

Hes=Hg–Hℓ=131.3–2.5=128.8 m 
12) 水車型式の選定及び合成効率 

最大使用水量 89.0 m3/sec､有効落差 128.5 m が得られ､この場合の出力は約 100MW となる

ので第 12 章 図 12-16 から水車型式を立軸フランシス水車とする｡水車・発電機の合成効率

は 5 章表 5-2 から 0.89 とする｡ 
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13) 最大出力及び常時尖頭出力 

最大出力 

P=9.8×Qmax×Hes×η=9.8×89.0×128.8×0.89=100,000kW 
常時尖頭出力(Pf)は常時使用水量を 5 時間でピーク化しているので､最大出力と同じ値で

ある｡ 

14) 年間発電電力量 

付表 A-5-8 に計算過程を示す｡ 

E=409×106kWh 
15) 設備利用率 

47%100
760,8000,100

10409PF
6

=×
×
×

=  

 

付図 A-5-8 流況曲線(調整池式) 
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付図 A-5-9 貯水容量曲線 

 

 
付図 A-5-10 水路縦断 
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付表 A-5-8 電力量計算例(調整池式) 

 
(注)水車型式:フランシス水車 

ζ:水車・発電機の合成効率(表 5-2 参照) 

ピーク発電運用でありζ=0.89 とする｡ 

(6)=(2)×(4)×24×3,600 

(7)=9.8×(5)×He×(6)/3,600 

He=128.8m 

 

4 揚水式 

揚水式の検討は､5.4に基づき行う｡なお､工事費の算定､経済評価は付属2 貯水池式に準じるも

のとし､ここでは省略した｡ 

(1) 計画の検討 

1) ダムサイトの選択 

1/50,000 地形図を用い､高落差が得られる上部及び下部ダムのサイトを選定する｡付図

A-5-11 に示すように水路の水平長(L)と両ダムサィトの河床標高の差(H)の比(L/H)の値を指

標にダムサイトを選定する｡ 

L=1,800 m 

H=840–350=490 m 

L/H=3.7 
ここに､ 

L:両ダムサイトの水平長(m) 

H:両ダムサイトの河床標高差(m) 

L/H は 4 に近い値であり､以下の検討を進める｡ 
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付図 A-5-11 計画地域の平面図 

 

2) 流域面積 

上部ダム及び下部ダムの流域面積を求め､上部ダム 31 km2､下部ダム 113 km2 が得られた｡ 

3) 貯水容量曲線 

地形図をもとに両ダムサイトの貯水容量曲線を作成する｡ 

 
付図 A-5-12 貯水容量曲線 
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4) 最大使用水量及び有効貯水容量の仮設定 

需要から要求される出力を設定し､最大使用水量を求める｡この例では最大出力を 300MW

に設定し､1)で求めた両ダムの標高差 490 m から最大使用水量を求める｡ 

Qmax=
4905.8
000,300

×
=72 m3/sec 

有効貯水容量(Ve)は､Qmax=72 m3/sec 及びピーク継続時間 6 時間として 1.6×106m3 である｡ 

Ve=72×6×3,600=1.6×103 m3 
5) 堆砂量 

比堆砂量を近傍のダムの実績値を参考に求める｡この例では比堆砂量を 200 m3km2/年と仮

定し 100 年間の堆砂量を次式により求める｡ 

上部ダム Vsu–200×31×100=0.6×106 m3 

下部ダム Vsd=200×113×100=2.2×106 m3 

6) 満水位及び低水位 

(a) 上部ダム 

堆砂標高(Els)は付図A-5-12を用い､堆砂量0.6×106㎥に対し852mである｡水路の内径は流

速6.0 m/secに設定すると､最大使用水量72 m3/secに対し3.9 mである｡低水位(LWL)は図5-22

に記載した考えに基づき859 mとなる｡ 

LWL=Els+1＋1.5D=852＋1+3.9×1.5=859m 

満水位(HWL)は貯水容量曲線において有効貯水容量1.6×106 m3を見込んだ864 mである｡ 

(b) 下部ダム 

堆砂標高(Els)は付図A-5-12を用い､堆砂量2.2×106 m3に対し359mである｡水路の内径は上

記(a)で求めた3.9mである｡低水位(LWL)は図5.3.15(第5章)に記載した考えに基づき366 mと

なる｡ 

LWL=Els＋1+1.5D=359+1＋3.9×1.5=366 m 

満水位(HWL)は貯水容量曲線において有効貯水容量1.6×106 m3を見込んだ371 mである｡ 

7) 基準水位及び放水位の設定 

基準取水位 NWL=864– (864–859)/3=862.3 m 

基準放水位 TWL=366+(371–366)×2/3=369.3 m 

8) 水路縦断図の作成 

水車中心の設定 

最高揚程=上池 HWL–下池 LWL+損失水頭≒864–366=498 m(損失水頭は無視) 

図 5-38 より吸出し高さは 58 m である｡ 

水車中心標高=下池 LWL–吸出し高さ=366–58=308 m 
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付図 A-5-13 水路縦断図 

 

9) 損失落差及び有効落差の計算 

Hg=NWL–TWL=862.3－369.3=493.0 m 

H1=1,040/300＋680/100＋380/300＋2=14 m 

Hes=493.0－14=479 m 

10) 最大使用水量の決定 

Qmax=
4795.8
000,300

×
=74 m3/sec 

11) 年間発電電力量 

運転時間は年間 800 時間と仮定する｡ 

E=Pmax×T=300,000(kW)×800(hr)=24×106 kWh 
12) 揚水電力量 

純揚水式とし自流分の電力量はないものとする｡ 

Ep=E/0.7=34×106 kWh 
13) 計画諸元の確定 

以上より計画諸元が確定した｡ 

最大出力 300 MW 

最大使用水量 74 m3/sec 

有効落差 479 m 

ダム 

上部ダム: 満水位 864 m、低水位 859 m、有効貯水容量 1.6×106 m3 

下部ダム: 満水位 371 m、低水位 366 m、有効貯水容量 1.6×106 m3 
(2) 工事費の算定及び経済性 

計画が確定したので 6.2.4 に基づき工事費を算定し､6.3 に基づき経済性を分析する｡ここで

は付属 2 貯水池式と同方法で算定するので省略する｡ 

 



 

付属資料 A-9-1： 水力発電計画に用いる流量資料の期間設定 

1. 概要 

水力発電資源量を適正に評価するためには、水力発電資源を有効に活用する視点、発電所の投

資回収の不確実性を許容範囲に抑える視点が必要である。これらは流量資料とその期間に関る課

題であり、以下の観点から計画に使用する流量資料の期間設定を検討した。その結果、期間30年

が妥当である結論を得た。 

 水力発電資源を有効に活用できる期間： 長期間の平均的な水文量を表現できる期間で

あること 

 水文による投資回収の不確実性を許容範囲に抑えうる期間： 発電計画に内在する水文

の不確実性を許容範囲に抑えうる期間であること 

 

2. 長期間の平均的な水文量を表現できる期間 

(1) 周期的成分に関する分析 

モンスーンの卓越した地域に位置するアジア・アフリカの 28 地点の 1901 年から 1998 年ま

での 98 年間の降雨量資料を用い、スペクトル解析を行い周期的成分に関する分析を行った。

周期的成分が認められる地点は 4 地点のみであり、期間設定に影響する周期の傾向は認めら

れない。 

 
図 A-9-1 降雨量観測地点の位置図 

(2) 移動平均分析 

長くなるに伴い、移動平均の値は標本の平均値に近づく特徴がある。こ

の

移動平均の期間が

移動平均の特徴を利用し、発電計画に必要な長期間の平均的な流量を表現できる期間につ

いて分析をする。 
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図 A-9-2 は、98 年間の年降雨量系列、98 年平均値 、それに対応する 95％信頼区間、N 年

移動平均（ここでは例として N=10 年；点線）の関係を示す模式図である。「長期間の平均的

な降雨量」として、平均値μを中心とした区間（±Δ）を設定する表現方法を採用する。N

年移動平均の値が要求される確率で設定区間内に含まれれば、平均的な降雨量を表現できる

期間といえる。 
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図 A 9-2 標本の平均値と 95％信頼区間及び移動平均の模式図 

 

98 個の標本の標準偏差（s）および設定した区間（Δ）より期間年数 N は次式で算定でき

る。 

2
2 ⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛
Δ

= •
sN tβλ  

ここに、 

動平均の必要な期間年数 N：移

X ：標本の平均値（98 年間の年降雨量系列） 

s：標本の標準偏差（98 年間の年降雨量系列） 

X からの設定区間 Δ：平均値

X但し、Δ=k 、k=5%及び k=10％の 2 ケース 

% 布値 

 

98年間の年降雨量の平均値の10%の範囲に入るために必要な移動平均年数を求めると、全28地

点

λβ•ｔ：β=5 と標本の大きさから求める t 分

が満足する期間は20年である。 
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図 A-9-3 移動平均による降雨量データの特徴 

 

3. 水文による投資回収の不確実性を許容範囲に抑えうる期間 

(1) 流量による電力量減少率の分析 

プロジェクトの経済評価には、出力及び電力量をもとに算定した便益が使用される。電力

量は出力と時間の積で表され、出力も包含している数値であるので、水文の不確実性の評価

として電力量を用いる。電力量減少率は「計画段階の電力量に対する運転段階で未達となる

電力量の比率」と定義する。 

水文の不確実性の数値表現として、次式で定義する「電力量減少率」を使用する。 

Risk＝（ET－E50）/ET 

ここに、 

Risk：電力量減少率 

ET：T 年間の流量資料による年間電力量（計画段階の値） 

E50：50 年間の流量資料による年間電力量（運転段階の値） 

 

この電力量を水量に置き換えて、50 年間の流況曲線を使用し、以下で表される「電力量減

少率」を算定する。 

Ri(n,T)＝面積 KHCDE(n,T)÷面積 AOBDE(n,T)  

ここに、 

流況曲線 ： ①50 年データ、②T 年データ、③T 年を 50 年に引き伸ばし 

Qt    ： 最大使用水量 

Ri(n,T)  ： 流量資料の開始が n 年・期間 T 年の電力量減少率（％） 

面積 AOBDE(n,T)： 計画値に相当する年間の総水量(㎥/s ・年) 

面積 KHCDE(n,T)： 計画値に対し未達の総水量(㎥/s ・年) 
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図 A 3-4 電力量減少率の算定の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 A-9-5 分析に用いる期間 T 年及び開始時点 n 年の模式図 

 

(2) 最大減少率の分析 

解析には 50 年間の観測データを有する 7 測水所の日流量の流況曲線を使用する。なお、50

年は水力プロジェクトの経済評価に用いられる解析期間である。 

 図 A-9-5 に示す流量資料の期間年数（T 年）を固定し、その開始年を変化させ 50 個の電

力量減少率を求める。その最大値を期間 T 年に対する「最大減少率」と定義する。 

 次に期間を変化させて同様の検討を行い、期間に対応した最大減少率を求める。 

 フージビリティスタディで要求される精度（電力量、工事費）として 10%を設定し、最

大減少率の許容値を 10%とする。 

 

 

期間 50 年(100%) 50×α年T 年 T × α
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解析の結果は図A-9-6（左図）に示すとおりであり、最大減少率の許容値10%を満足できる期間

は30年である。50年の流量資料を有する測水所が極めて限定されるので、乱数により正の相関を

有する降雨量と流量の擬似データからなる各50年（個）の5グループ作成し、上記と同様な分析

を行った。その結果は図A-9-6（右図）に示すとおりであり、期間は20年である。 

 

Q’(10)

0

5

10

15

20

0 10 20 30 40

期間（年）

乱
数

に
よ

る
流

量
の

最
大

減
少

率

グループ1 グループ2 グループ3

グループ4 グループ5

最
大
減
少
率
（
％
）

 

α＝0 α=0

0

5

10

15

20

25

0 10 20 30 40

期間（年）

流
量

に
よ

る
最

大
最

大
減

少
率

（
R
is

k 
R
)

利根川 天竜川 熊野川 渡川

川内川 猿が石川 Kelani川

最
大
減
少
率
（

%
）

図 A-9-6 流量による最大減少率 

 

4. 発電計画に用いる流量資料の期間設定 

上記2.の移動平均分析で述べた「平均値からの範囲10％」を設定すると、全地点が満足する期

間は20年である。最大減少率に対する許容値として、F/Sに期待される精度10%を設定すると、そ

れに対応する期間は20年から30年程度である。 

発電計画に用いる流量資料の期間として日本では10年以上の期間を使用しているが、発展途上

国のプロジェクトでは20年から30年程度が最も望ましいといえる。 

 

出典：「発展途上国における水力資源量の適正評価に関する研究、谷 順一、東京工業大学、2005」よ

り抜粋 
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付属資料 A-11-2: コンクリート表面遮水壁型ダムの事例 
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付属資料 A-11-3: アスファルト表面遮水壁型ダムの事例 
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付属資料 A-15-1： JICA のスクリーニングフォーマット 

案件名： 
事業実施機関名、事業実施主体名又は投資先企業名： 
記入責任者の名前、所属・役職名、団体名（会社名）、連絡先を記入して下さい。 
名前： 
所属･役職名： 
団体名： 
TEL： 
FAX： 
E-Mail： 
記入日： 
署名：  

 
チェック項目 

 
（注）プロジェクトの詳細が未定の場合は、「未定」と記入して下さい。 
項目 1．プロジェクトサイトの所在地を記入して下さい。 
項目 2．プロジェクトの規模・内容（概略開発面積、施設面積、生産量、発電量等）について簡単に記入して下さい。

2-1 プロジェクト概要 
（プロジェクトの規模、内容） 

2-2 どのようにしてプロジェクトの必要性を確認しましたか。 
プロジェクトは上位計画と整合性がありますか。 
□YES：上位計画名を記載してください。 
□NO 

2-3 要請前に代替案を検討しましたか。 
□YES：検討した代替案の内容を記載してください。 
□NO 

2-4 要請前に必要性確認のためのステークホルダー協議を実施しましたか。 
□実施済み □実施していない 
実施済の場合は該当するステークホルダーをチェックしてください。 
□関係省庁 
□地域住民 
□ＮＧＯ 
□その他（ ） 

項目 3．プロジェクトは、新規に開始するものですか、既に実施しているものですか？既に実施しているものの場合、

既に行われているプロジェクトは現地住民より強い苦情等を受けたことがありますか？ 
□新規 □既往（苦情あり） □既往（苦情なし） □その他（ ） 

項目 4．プロジェクトに関して、環境アセスメント(EIA、IEE 等)は貴国の制度上必要ですか？ 
必要な場合、実施又は計画されていますか？必要な場合は、必要とされる根拠についても記入してください。 

□ 必要 （□ 実施済 □ 実施中・計画中） 
(必要な理由： ) 
□ 不要 
□ その他（ ） 

項目 5．環境アセスメントが既に実施されている場合、環境アセスメントは環境アセスメント制度に基づき審査･承認を

受けていますか。既に承認されている場合、承認年月、承認機関について記載してください。 
□承認済み(附帯条件なし)（承認年月： 承認機関： ） 
□承認済み(附帯条件あり)（承認年月： 承認機関： ） 
□審査中 
□実施中 
□手続きを開始していない 
□その他（ ） 

項目 6．環境アセスメント以外の環境や社会面に関する許認可が必要な場合、その許認可名を記載して下さい。また、

当該許認可を取得済みですか？ 
□取得済み □取得必要だが未取得 □取得不要 □その他（ ） 
（許認可名： ） 

項目 7．プロジェクトサイト内又は周辺域に以下に示す地域がありますか。 
□YES □NO 
YES の場合、該当するものをマークしてください。 
□国立公園、国指定の保護対象地域(国指定の海岸地域、湿地、少数民族･先住民族のための地域、文化遺産等) 
□原生林、熱帯の自然林 
□生態学的に重要な生息地(サンゴ礁、マングローブ湿地、干潟等) 
□国内法、国際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地 
□大規模な塩類集積あるいは土壌浸食の発生する恐れのある地域 
□砂漠化傾向の著しい地域 
□考古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地域 
□少数民族あるいは先住民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、もしくは特別な社会的価値のある
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地域 
項目 8．プロジェクトにおいて以下に示す要素が予定、想定されていますか。 

□YES □NO 
YES の場合、該当するものをマークしてください。 
□大規模非自発的住民移転 (規模： 世帯 人) 
□大規模地下水揚水 (規模： m3／年) 
□大規模埋立、土地造成、開墾 (規模： ha) 
□大規模森林伐採 (規模： ha) 

項目 9．プロジェクトは環境社会に望ましくない影響を及ぼす可能性がありますか。 
□YES □NO 
YES の場合、主要な影響の項目と概要を記載してください。 
□大気汚染 
□水質汚濁 
□土壌汚染 
□廃棄物 
□騒音･振動 
□地盤沈下 
□悪臭 
□地形・地質 
□底質 
□生物･生態系 
□水利用 
□事故 
□地球温暖化 
□非自発的住民移転 
□雇用や生計手段等の地域経済 
□土地利用や地域資源利用 
□社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織 
□既存の社会インフラや社会サービス 
□貧困層･先住民族･少数民族 
□被害と便益の偏在 
□地域内の利害対立 
□ジェンダー 
□子どもの権利 
□文化遺産 
□HIV/AIDS 等の感染症 
□その他（ ） 
関係する環境社会影響の概要：（ ） 

項目 10．（有償資金協力の場合）現時点でプロジェクトを特定できない案件（例：承諾時にプロジェクトを特定できな

いツーステップローン、セクターローン等）ですか？ 
□YES □NO 

項目 11．情報公開と現地ステークホルダーとの協議 
環境社会配慮が必要な場合、国際協力機構環境社会配慮ガイドラインに従って情報公開や現地ステークホルダーとの協

議を行うことに同意しますか。 
□YES □NO 
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付属資料 8： 一般に影響を及ぼしやすいセクター・特性、影響を受けやすい地域の例示1 

ここに掲げているセクター・特性、影響を受けやすい地域は、環境や社会への重大で望ましくない影響のある可

能性を持つものの例示であり、個別のプロジェクトをカテゴリ分類する際には、プロジェクトの内容に応じて1．7に記

載されている「カテゴリA」の基準に則って判断されるものである。したがって、ここに例示されたセクター・特性・地域

以外であっても環境や社会への重大で望ましくない影響のある可能性を持つものは「カテゴリA」に分類される。  

1. 影響を及ぼしやすいセクターの例示  

以下に示すセクターのうち大規模なもの。  

(1) 鉱山開発（石油・天然ガス開発を含む）  

(2) パイプライン  

(3) 工業開発  

(4) 火力発電（地熱含む）  

(5) 水力発電、ダム、貯水池  

(6) 送変電・配電（大規模非自発的住民移転、大規模森林伐採、海底送電線を伴うもの）  

(7) 河川・砂防  

(8) 道路、鉄道、橋梁  

(9) 空港  

(10) 港湾  

(11) 上水道及び下水・廃水処理（影響を及ぼしやすい構成要素を含むかもしくは影響を受けやすい地域に立地

するもの）  

(12) 廃棄物処理・処分  

(13) 農業（大規模な開墾、灌漑を伴うもの）  

 

2. 影響を及ぼしやすい特性の例示  

(1) 大規模非自発的住民移転  

(2) 大規模地下水揚水  

(3) 大規模な埋立、土地造成、開墾  

(4) 大規模な森林伐採  

 

3. 影響を受けやすい地域の例示  

以下の地域又はその周辺。  

(1) 国立公園、国指定の保護対象地域（国指定の海岸地域、湿地、少数民族・先住民族のための地域、文化遺産

等）  

(2) 国又は地域にとって慎重な配慮が必要と思われる地域  

＜自然環境＞  

 生林、熱帯の自然林  

 態学的に重要な生息地（珊瑚礁、マングローブ湿地、干潟等）  

 内法、国際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地  

 規模な塩類集積或いは土壌侵食の発生する恐れのある地域  

 漠化傾向の著しい地域  

 

＜社会環境＞  

 古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地域  

 数民族或いは先住民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、もしくは特別な社会的

価値のある地域  

 

                                                  
1 JICA ガイドライン別紙 3 より 



 

付属資料 A-15-2: JICA の水力発電用チェックリスト（JICA Web サイト http://www.jica.go.jp/environment/guideline/ref.html より） 

分
類 

環境項目 主なチェック事項 
Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

(Yes/No の理由、根拠、緩和策等） 

(1)EIA および環

境許認可 

(a) 環境アセスメント報告書（EIA レポート）等は作成済

みか。 

(b) EIA レポート等は当該国政府により承認されているか。

(c) EIA レポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件

がある場合は、その条件は満たされるか。 

(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環

境に関する許認可は取得済みか。 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(2)現地ステー

クホルダーへの

説明 

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を

含めて現地ステークホルダーに適切な説明を行い、理解を

得ているか。 

(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映さ

せたか。                       

(a) 

(b) 

(a) 

(b) 

１ 

許
認
可
・
説
明 

(3)代替案の検

討 

(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・

社会に係る項目も含めて）検討されているか。 

(a)  (a)  

(1)水質 

(a) ダム湖/貯水池の水質は当該国の環境基準等と整合す

るか。動植物プランクトンの異常発生する恐れはあるか。

(b) 放流水の水質は当該国の環境基準等と整合するか。 

(c) 試験湛水前の樹木の伐採などダム湖/貯水池の水質悪

化防止のための対策が計画されるか。 

(d) 下流の河川流量が低下することで、水質が悪化し、環

境基準を下回る区間が生じるか。 

(e) ダム湖/貯水池の底部からの放水（通常表面水より水温

が低い）による下流域への影響を考慮した計画か。 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(e) 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(e) 

２ 

汚 

染 

対 

策 

(2)廃棄物 
(a) 掘削により発生した土砂は当該国の規定に従って適切

に処理・処分されるか。 

(a) (a) 

３
自 

然
環
境 

(1)保護区 

(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護

区内に立地するか。プロジェクトが保護区に影響を与える

か。 

(a) (a) 

付
 - 43

 



 

付
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分
類 

環境項目 主なチェック事項 
Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

(Yes/No の理由、根拠、緩和策等） 

(2)生態系 

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生

息地（珊瑚礁、マングローブ湿地、干潟等）を含むか。 

(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とさ

れる貴重種の生息地を含むか。 

(c) 下流域の水生生物、動植物及び生態系への悪影響はあ

るか。生態系への影響を減らす対策はなされるか。 

(d) ダム等の構造物により遡河性魚類（サケ、マス、ウナ

ギ等、産卵のため河川と海の間を移動する種）の移動を妨

げる恐れはあるか。これらの種への影響を減らす対策はな

されるか。 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(3)水象 

(a) 堰等の構造物の設置による水系の変化に伴い、地表

水・地下水の流れに悪影響を及ぼすか（特に流れ込み式水

力発電の場合）。 

(a) (a)  

(4)地形・地質 

(a) ダム湖による土砂等の捕捉により、下流域への土砂流

入量が減少し、河床低下、土壌侵食等が生じるか。また、

ダム湖への土砂の堆積による貯水池の容量減少、上流域の

河床上昇、土壌堆積が生じるか。これらの可能性について

調査され、必要な対策が講じられるか。 

(b) プロジェクトにより計画地周辺の地形・地質構造が大

規模に改変されるか（特に流れ込み式水力発電）。 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

４ 

社 

会 

環 

境 

(1)住民移転 

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じる

か。生じる場合は、移転による影響を最小限とする努力が

なされるか。(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生

活再建対策に関する適切な説明が行われるか。(c) 住民移

転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後

の生活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。(d) 補

償金の支払いは移転前に行われるか。(e) 補償方針は文書

で策定されているか。(f) 移転住民のうち特に女性､子供､

老人､貧困層､少数民族・先住民族等の社会的弱者に適切な

配慮がなされた計画か。(g) 移転住民について移転前の合

意は得られるか。(h) 住民移転を適切に実施するための体

制は整えられるか。十分な実施能力と予算措置が講じられ

るか。(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。

(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。 

(a)(b)(c)(d)(e)(f)(g)(h)(i)(j) (a)(b)(c)(d)(e)(f)(g)(h)(i)(j) 
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分
類 

環境項目 主なチェック事項 
Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

(Yes/No の理由、根拠、緩和策等） 

(2)生活・生計 

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じる

か。必要な場合は影響を緩和する配慮が行われるか。 

(b) プロジェクトにより周辺の地域利用が変化して住民の

生計に悪影響を及ぼすか。 

(c) 関連施設が住民の既存水域交通及び周辺の道路交通に

悪影響を及ぼすか。 

(d) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV 等の

感染症を含む）の危険はあるか。必要に応じて適切な公衆

衛生への配慮は行われるか。 

(e) 下流の水利用維持のための最低流量は供給されるか。

(f) 下流水の流量の変化、あるいは海水浸入により、下流

の水利用や土地利用に影響は生じるか。 

(g) 水を原因とする、もしくは水に関係する疾病（住血虫

症、マラリア、糸状虫症等）は発生する恐れはあるか。 

(h) 河川等における漁業権、水利権、山林入会権等が阻害

されることはあるか。 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(e) 

(f) 

(g) 

(h) 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(e) 

(f) 

(g) 

(h) 

(3)文化遺産 

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗

教的に貴重な遺産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、

当該国の国内法上定められた措置が考慮されるか。 

(a) (a)  

(4)景 観 

(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影

響を及ぼすか。影響がある場合には必要な対策は取られる

か。 

(a) (a)  

(5)少数民族、先

住民族 

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影

響を軽減する配慮がなされているか。 

(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は

尊重されるか。 

(a) 

(b) 

(a) 

(b) 

４ 

社 

会 

環 

境 

(6)労働環境 

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に

関する法律が守られるか。(b) 労働災害防止に係る安全設

備の設置、有害物質の管理等、プロジェクト関係者へのハ

ード面での安全配慮が措置されるか。(c) 安全衛生計画の

策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛生を

含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対

応が計画・実施されるか。(d) プロジェクトに関係する警

備要員が、プロジェクト関係者・地域住民の安全を侵害す

ることのないよう、適切な措置が講じられるか。 

(a)(b)(c)(d) (a)(b)(c)(d) 
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分
類 

環境項目 主なチェック事項 
Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

(Yes/No の理由、根拠、緩和策等） 

(1)工事中の影

響 

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、

廃棄物等）に対して緩和策が用意されるか。 

(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。

また、影響に対する緩和策が用意されるか。 

(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響

に対する緩和策が用意されるか。 

(a) 

(b) 

(c)  

(a) 

(b) 

(c) 

(2)事故防止対

策 

(a) ダムからの放水時における下流部への警報体制は整備

されるか。 

(a) (a) 
５ 

そ 

の 

他 

(3)モニタリン

グ 

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対し

て、事業者のモニタリングが計画・実施されるか。 

(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められ

ているか。 

(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算

等とそれらの継続性）は確立されるか。 

(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定

されているか。 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

他の環境チェッ

クリストの参照

(a) 必要な場合は、林業に係るチェックリストの該当チェ

ック事項も追加して評価すること（山間地のダムについて

大規模な伐採を伴う場合等）。 

(b) 灌漑、上水、工水等への利用を目的としたダム・貯水

池については、必要に応じて農業、上水道に係るチェック

リストの該当チェック事項も追加して評価すること。 

(c) 必要な場合には送変電・配電に係るチェックリストの

該当チェック事項も追加して評価すること（送変電・配電

施設の建設を伴う場合等）。 

(a) 

(b) 

(c) 

(a) 

(b) 

(c) 

６ 

留 

意 

点 

環境チェックリ

スト使用上の注

意 

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への

影響も確認する（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破

壊、地球温暖化の問題に係る要素が考えられる場合等）。

(a) (a)  

注１） 表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。 

当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。 

注２） 環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。 
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